
廃止措置計画の審査実績を踏まえた規制基準等の記載の 

具体化・表現の改善 

―試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則等の改

正案及び意見公募手続の実施― 
令和８年７月 29日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、廃止措置関係の審査実績を踏まえた申請事項の適正化、審査基準等
iの記載の整理等を行うため、試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に

関する規則等の改正案及びこれに対する意見公募の実施の了承について諮るも

のである。 

 

２．経緯 

 令和７年度第 55 回原子力規制委員会（令和８年２月４日）議題２において、

審査実績を踏まえた規制基準等の記載の具体化・表現の改善を実施するための

実施計画において、廃止措置計画については審査基準における申請書本文の記

載事項に係る整理を行う旨を報告した ii。 
 また、国際原子力機関（IAEA）から５月に公表された 2026年度 IRRSミッショ

ン報告書において、「原子力規制委員会は、試験研究用原子炉の廃止措置計画に

規定された財務的措置が適切かつ確保されているか否かを評価すべきである。」
iiiと勧告を受けている。 

 さらに、本年２月から開催している「実用発電用原子炉の許認可制度等の見直

しに関する意見交換会合」において、廃炉費用に関する記述の適正化、性能維持

施設の対象に係る記述の適正化について、事業者から意見が表明された。iv 

 これらを踏まえ、廃止措置計画における事業規則 v及び審査基準等について、

申請書本文事項と添付事項の適正化、廃止措置に要する費用等に関する IRRSの

対応等について検討を進め、改正方針を３．のとおり作成した。 

 なお、実用発電用原子炉の許認可制度等の見直しにおいて検討対象とされて

いる上記以外の事項については、引き続き関係規則等の改正の要否も含めて検

討する。 

 

３．改正方針 

（１）申請事項等の見直し 

これまでの廃止措置計画の認可に係る審査実績を踏まえ、より適切な認可手

続を行うため、原子力規制委員会として変更状況も含めて確認をすべき事項

資料２ 
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（例：使用済燃料の試験研究用等原子炉の炉心からの取出しの状況、廃止措置に

伴う放射線被ばくの管理）は申請書本文事項とする改正を行う。また、申請書本

文事項と添付書類における重複を解消する改正を行う。 

また、審査基準等について、審査基準、記載要領及び解説資料を区別してわか

りやすく整理するとともに、添付書類の位置づけが申請書本文事項の補足資料

であることが明確になるように整理するほか、「発電用原子炉施設及び試験研究

用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準」における性能維持施設の対象が例

示である旨を明確化する改正を行う。本改正は、廃止措置計画認可の審査基準等

の記載事項を整理したものであり、改正前後において、確認する内容は変わらな

い。  
 

（２）廃止措置に要する費用等に関する IRRS勧告への対応等 

 2026 年度 IRRS ミッション報告書における勧告に対応するため、「発電用原子

炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準」及び「国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅの廃止措置計画の認

可の審査に関する考え方」の「廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調

達計画に関する説明書」において原子炉施設の解体に要する資金の調達方法等

を示すことを求める旨を追記する改正を行う。 

 併せて、2023 年６月に改正された原子力発電における使用済燃料の再処理等

の実施及び廃炉の推進に関する法律（平成 17 年法律第 48 号。以下「NURO 法」

という。）の施行及び運用状況も踏まえ、「発電用原子炉施設及び試験研究用等原

子炉施設の廃止措置計画の審査基準」の「廃止措置に要する費用の見積り及びそ

の資金の調達計画に関する説明書」において、実用発電用原子炉については NURO

法に基づく廃炉拠出金等を継続的に納付していることを証明することを求める

旨を追記する改正を行う。併せて、「廃止措置実施方針の作成等に関する運用ガ

イド」についても同様の改正を行う。 

 

（３）専ら施設に対する審査事項の明確化 
 専ら廃止措置で使用するために導入する施設又は設備（以下「専ら施設」と

いう。）については、現行制度上、「発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉

施設の廃止措置計画の審査基準」において、性能維持施設として設計等を確認

する観点から位置づけられているが、廃止措置計画認可の審査において、特に

専ら施設の検査の計画も把握し、廃止措置計画に係る原子力規制検査の確認が

着実に行えるよう見直しを行う必要がある。 

 このため、同審査基準において、専ら施設を設置しようとする際は、専ら施

設の設計及び工事の計画及び検査の計画等を示すことを求める改正を行う。 
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（４）施行期日 

 試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則等の一部を改正

する規則は、令和８年 12月１日に施行する。審査基準等及び廃止措置実施方

針の作成等に関する運用ガイドの一部改正規程についても、同規則の施行日と

同日に施行する。 
 なお、経過措置として、施行時点で既に廃止措置計画の申請をしている者に

対して、廃止対象となる原子力施設のリスク等を踏まえた所要の措置を講ず

る。 

 

４．改正案の内容（委員会了承事項） 

 以下のとおり、３．の改正方針を反映した改正案を作成したので、了承いただ

きたい。 

別紙１：試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則等の一部

を改正する規則（案） 

別紙２：発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査

基準の全部を改正する規程（案） 

別紙３：令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準の全部を改正

する規程（案） 

別紙４：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅの

廃止措置計画の認可の審査に関する考え方の全部を改正する規程（案） 

別紙５：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所

（再処理施設）の廃止措置計画の認可の審査に関する考え方の全部を

改正する規程（案） 

別紙６：廃止措置実施方針の作成等に関する運用ガイドの一部を改正する規程

（案） 

 

５．意見公募の実施（委員会了承事項） 

別紙１～３に示す規則及び規程について、行政手続法（平成５年法律第 88 号）

第 39 条第１項の規定に基づく意見公募を、別紙４～６に示す規程について、任

意の意見公募を実施することを了承いただきたい。 

実施期間：令和８年７月 30日から同年８月 28日まで（30日間） 

実施方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）及び郵送 

 

６．今後の予定 

意見公募の終了後、原子力規制委員会にその結果の報告を行うとともに、提出
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意見に対する考え方及び提出意見を踏まえた改正案を諮る。 

 

＜資料一覧＞ 

別紙１：試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則等の一部を

改正する規則（案） 

別紙２：発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査

基準の全部を改正する規程（案） 

別紙３：令第 41条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準の全部を改正す

る規程（案） 

別紙４：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅの

廃止措置計画の認可の審査に関する考え方の全部を改正する規程（案） 

別紙５：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所

（再処理施設）の廃止措置計画の認可の審査に関する考え方の全部を

改正する規程（案） 

別紙６：廃止措置実施方針の作成等に関する運用ガイドの一部を改正する規程

（案） 

 

 
i 発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準（原管廃発第
13112716 号）、令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準（原規規発第
2112156 号）、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅの廃止
措置計画の認可の審査に関する考え方（原規規発第 17041919 号）及び国立研究開発法人
日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）の廃止措置計画の認可
の審査に関する考え方（原規規発第 17041921 号） 
ii 令和７年度第 55 回原子力規制委員会（令和８年２月４日）[N-ADRES]第 55 回原子力
規制委員会 令和 8 年 02 月 04 日資料 2 
iii 2026 年度 IRRS ミッション報告書 日本への総合規制評価サービス（IRRS）ミッショ
ン報告書（日本語仮訳）[N-ADRES]2026年度 IRRS ミッション報告書 39ページ参照。
なお、この場合の試験研究用原子炉は研究開発段階発電用原子炉も含まれる。 
iv 第 4 回実用発電用原子炉の許認可制度等の見直しに関する意見交換会合(令和 8年 5 月
27 日)[N-ADRES]第 4回実用発電用原子炉の許認可制度等の見直しに関する意見交換会合 
令和 8 年 05 月 27 日資料 2 
v 試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（昭和 32 年総理府令第 83
号）、核燃料物質の使用等に関する規則（昭和 32 年総理府令第 84 号）、核原料物質又は核
燃料物質の製錬の事業に関する規則（昭和 32 年総理府・通商産業省令第 1号）、核燃料物
質の加工の事業に関する規則（昭和 41 年総理府令第 37 号）、使用済燃料の再処理の事業
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https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100015639?contents=NRA100015639-004-003#pdf=NRA100015639-004-003
https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100015639?contents=NRA100015639-004-003#pdf=NRA100015639-004-003
https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100018165?contents=NRA100018165-002-001#pdf=NRA100018165-002-002
https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100018299?contents=NRA100018299-002-004#pdf=NRA100018299-002-004
https://www.da.nra.go.jp/view/NRA100018299?contents=NRA100018299-002-004#pdf=NRA100018299-002-004


 
に関する規則（昭和 46 年総理府令第 10 号）、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する
規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）、船舶に設置する原子炉（研究開発段階にあるも
のを除く。）の設置、運転等に関する規則（昭和 53 年運輸省令第 70 号）、核燃料物質又は
核燃料物質によつて汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則（昭和 63 年総
理府令第 1 号）、核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の廃棄物管理の事業に
関する規則（昭和 63 年総理府令第 47 号）、使用済燃料の貯蔵の事業に関する規則（平成
12 年通商産業省令第 112 号）研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（平
成 12 年総理府令第 122 号）及び核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の第一
種廃棄物埋設の事業に関する規則（平成 20 年経済産業省令第 23 号） 

5



  

1 

○
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
第 

 
 

号 

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
の
規
定

に
基
づ
き
、
試
験
研
究
の
用
に
供
す
る
原
子
炉
等
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次

の
よ
う
に
定
め
る
。 

令
和 

年 
 

月 
 

 

日 

原
子
力
規
制
委
員
会
委
員
長 

山
中 

伸
介 

試
験
研
究
の
用
に
供
す
る
原
子
炉
等
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

（
試
験
研
究
の
用
に
供
す
る
原
子
炉
等
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

試
験
研
究
の
用
に
供
す
る
原
子
炉
等
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
総
理
府
令
第
八
十

三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

別紙１ 

6



  

2 

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
六
条
の
六 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置

計
画
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
試
験
研
究
用

等
原
子
炉
ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を

定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

使
用
済
燃
料
の
試
験
研
究
用
等
原
子
炉
の
炉
心
か
ら
の
取
出
し
の
状
況 

五
・
六 

（
略
） 

七 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

八
～
十
四 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
六
条
の
六 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置

計
画
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
試
験
研
究
用

等
原
子
炉
ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を

定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

（
新
設
） 

四
・
五 

（
略
） 

（
新
設
） 

六
～
十
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

２ 
前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

既
に
使
用
済
燃
料
を
試
験
研
究
用
等
原
子
炉
の
炉
心
か
ら
取
り
出
し
て

7



  

3 

 
一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

４ 

前
項
の
場
合
に
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
使
用
済
燃
料
を
炉
心
か
ら

取
り
出
す
工
程
に
関
す
る
説
明
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

５ 

（
略
） 

 

い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

４ 

前
項
の
場
合
に
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る

資
料
に
代
え
て
、
使
用
済
燃
料
を
炉
心
か
ら
取
り
出
す
工
程
に
関
す
る
説
明

書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
六
条
の
七 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準

用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

五 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
五
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３
・
４ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
六
条
の
七 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準

用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

五 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３
・
４ 

（
略
） 
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4 

（
核
燃
料
物
質
の
使
用
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 
核
燃
料
物
質
の
使
用
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
総
理
府
令
第
八
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三 

法
第
五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画
の

認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止

措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三 

法
第
五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画
の

認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止

措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
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5 

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は

令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
を
使
用
し
て
い
た
場
合
に
限
り

、
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
当
該
核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て
い

た
場
合
を
除
き
、
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

核
燃
料
物
質
（
使
用
施
設
を
通
常
の
方
法
に
よ
り
操
作
し
た
後
に
回
収

さ
れ
る
こ
と
な
く
滞
留
す
る
こ
と
と
な
る
核
燃
料
物
質
及
び
使
用
施
設
を

構
成
す
る
核
燃
料
物
質
を
除
く
。
第
六
条
の
五
第
一
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
の
使
用
施
設
か
ら
の
取
出
し
の
状
況 

四 

使
用
施
設
に
お
け
る
核
燃
料
物
質
の
使
用
の
終
了 

五
・
六 

（
略
） 

七 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

八
～
十
四 

（
略
） 

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

   

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

   

（
新
設
） 

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
十
一 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
二
号
、
第
三
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
書

類
に
つ
い
て
は
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て

い
た
場
合
に
限
り
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

（
削
る
） 

  

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
一
号
、
第
四
号
、
第
五
号
、
第
八
号
及
び

第
十
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料

物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
に
限
り
、
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て

は
当
該
核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
を
除
き
、
添
付
す
る
も
の
と

す
る
。 

一 
既
に
核
燃
料
物
質
（
使
用
施
設
を
通
常
の
方
法
に
よ
り
操
作
し
た
後
に

回
収
さ
れ
る
こ
と
な
く
滞
留
す
る
こ
と
と
な
る
核
燃
料
物
質
及
び
使
用
施

設
を
構
成
す
る
核
燃
料
物
質
を
除
く
。
第
六
条
の
五
第
一
号
に
お
い
て
同

10



  

6 

 
（
削
る
） 

 

一
～
七 
（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

じ
。
）
を
使
用
施
設
か
ら
取
り
出
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二 

既
に
使
用
施
設
に
お
け
る
核
燃
料
物
質
の
使
用
が
終
了
し
て
い
る
こ
と

を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

三
～
九 

（
略
） 

十 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十
一 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三
の
二 

法
第
五
十
七
条
の
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用

す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
五
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
同

条
第
二
項
第
二
号
、
第
三
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
令
第

四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
に
限
り
、

添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三
の
二 

法
第
五
十
七
条
の
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用

す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
同

条
第
二
項
第
一
号
、
第
四
号
、
第
五
号
、
第
八
号
及
び
第
十
号
に
掲
げ
る
書

類
に
つ
い
て
は
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て

い
た
場
合
に
限
り
、
同
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
当
該
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7 

（
核
原
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
の
製
錬
の
事
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
三
条 

核
原
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
の
製
錬
の
事
業
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
総
理
府
・
通
商
産
業
省
令

第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

 
３ 
（
略
） 

核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
を
除
き
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

（
略
） 

 
 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 
改 

 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 
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8 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
七
条
の
五
の
六 

法
第
十
二
条
の
六
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画

に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委

員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

核
燃
料
物
質
（
製
錬
施
設
を
通
常
の
方
法
に
よ
り
操
作
し
た
後
に
回
収

さ
れ
る
こ
と
な
く
滞
留
す
る
こ
と
と
な
る
核
燃
料
物
質
を
除
く
。
）
の
製

錬
施
設
か
ら
の
搬
出
の
状
況 

四
・
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
三 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
七
条
の
五
の
六 

法
第
十
二
条
の
六
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画

に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委

員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

  

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
十
一 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
削
る
） 

  

一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

既
に
核
燃
料
物
質
（
製
錬
施
設
を
通
常
の
方
法
に
よ
り
操
作
し
た
後
に

回
収
さ
れ
る
こ
と
な
く
滞
留
す
る
こ
と
と
な
る
核
燃
料
物
質
を
除
く
。
）

を
製
錬
施
設
か
ら
搬
出
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 
（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
七
条
の
五
の
七 

法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
七
条
の
五
の
七 
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

13



  

9 

（
核
燃
料
物
質
の
加
工
の
事
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
四
条 

核
燃
料
物
質
の
加
工
の
事
業
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
一
年
総
理
府
令
第
三
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 
変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３ 

（
略
） 
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10 

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 
 

 
 

 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
九
条
の
五 

法
第
二
十
二
条
の
八
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画
に

つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員

会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

核
燃
料
物
質
（
加
工
設
備
本
体
を
通
常
の
方
法
に
よ
り
操
作
し
た
後
に

回
収
さ
れ
る
こ
と
な
く
滞
留
す
る
こ
と
と
な
る
核
燃
料
物
質
を
除
く
。
）

の
加
工
設
備
本
体
か
ら
の
取
出
し
の
状
況 

四
・
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
三 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

  

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
九
条
の
五 

法
第
二
十
二
条
の
八
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画
に

つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員

会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

  

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
十
一 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 
既
に
核
燃
料
物
質
（
加
工
設
備
本
体
を
通
常
の
方
法
に
よ
り
操
作
し
た

後
に
回
収
さ
れ
る
こ
と
な
く
滞
留
す
る
こ
と
と
な
る
核
燃
料
物
質
を
除

く
。
）
を
加
工
設
備
本
体
か
ら
取
り
出
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る

15



  

11 

（
使
用
済
燃
料
の
再
処
理
の
事
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

 
一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
九
条
の
六 

法
第
二
十
二
条
の
八
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る

法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
九
条
の
六 

法
第
二
十
二
条
の
八
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る

法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３ 

（
略
） 
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12 

第
五
条 

使
用
済
燃
料
の
再
処
理
の
事
業
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
総
理
府
令
第
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
九
条
の
五 

法
第
五
十
条
の
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画
に

つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員

会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
九
条
の
五 

法
第
五
十
条
の
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計
画
に

つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員

会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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13 

一
・
二 

（
略
） 

三 
回
収
可
能
核
燃
料
物
質
の
再
処
理
設
備
本
体
か
ら
の
取
出
し
の
状
況 

四
・
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
三 

（
略
） 

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
十
一 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

 

一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

特
定
再
処
理
施
設
（
回
収
可
能
核
燃
料
物
質
を
再
処
理
設
備
本
体
か
ら
取

り
出
し
て
い
な
い
再
処
理
施
設
及
び
特
定
廃
液
を
廃
液
槽
に
保
管
廃
棄
し
て

い
る
再
処
理
施
設
を
い
う
。
第
十
九
条
の
八
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

つ
い
て
法
第
五
十
条
の
五
第
二
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
第
一

項
の
申
請
書
に
記
載
す
る
廃
止
措
置
計
画
に
、
同
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の

ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
を
定

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

４ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
第
二
項
各
号
に
掲
げ

る
書
類
の
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

既
に
回
収
可
能
核
燃
料
物
質
を
再
処
理
設
備
本
体
か
ら
取
り
出
し
て
い

る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 

特
定
再
処
理
施
設
（
回
収
可
能
核
燃
料
物
質
を
再
処
理
設
備
本
体
か
ら
取

り
出
し
て
い
な
い
再
処
理
施
設
及
び
特
定
廃
液
を
廃
液
槽
に
保
管
廃
棄
し
て

い
る
再
処
理
施
設
を
い
う
。
第
十
九
条
の
八
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

つ
い
て
法
第
五
十
条
の
五
第
二
項
の
認
可
の
申
請
を
す
る
場
合
に
は
、
当
該

申
請
に
係
る
廃
止
措
置
計
画
に
、
第
一
項
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
の
各

号
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
を
定
め
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

４ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
第
二
項
第
二
号
か
ら

第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
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14 

書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 
特
定
廃
液
を
廃
液
槽
に
保
管
廃
棄
し
て
い
る
場
合 

特
定
廃
液
の
固
型

化
そ
の
他
の
処
理
の
工
程
に
関
す
る
説
明
書 

  ５ 

（
略
） 

 

当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

特
定
廃
液
を
廃
液
槽
に
保
管
廃
棄
し
て
い
る
場
合 

特
定
廃
液
の
固
型

化
そ
の
他
の
処
理
の
工
程
に
関
す
る
説
明
書
及
び
回
収
可
能
核
燃
料
物
質

を
再
処
理
設
備
本
体
か
ら
取
り
出
し
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
第
二
項
第

一
号
の
資
料 

５ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
九
条
の
六 

法
第
五
十
条
の
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る

法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３
・
４ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
十
九
条
の
六 

法
第
五
十
条
の
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る

法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
３
・
４ 
（
略
） 
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（
実
用
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
六
条 
実
用
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
三
年
通
商
産
業
省
令
第
七
十
七
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
六
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
発

電
用
原
子
炉
ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
六
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
発

電
用
原
子
炉
ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
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を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

使
用
済
燃
料
の
発
電
用
原
子
炉
の
炉
心
か
ら
の
取
出
し
の
状
況 

五
・
六 

（
略
） 

七 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

八
～
十
四 

（
略
） 

を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

（
新
設
） 

四
・
五 

（
略
） 

（
新
設
） 

六
～
十
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

 

一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

既
に
使
用
済
燃
料
を
発
電
用
原
子
炉
の
炉
心
か
ら
取
り
出
し
て
い
る
こ

と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
七
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
七
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 
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17 

 

（
船
舶
に
設
置
す
る
原
子
炉
（
研
究
開
発
段
階
に
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部

改
正
） 

第
七
条 

船
舶
に
設
置
す
る
原
子
炉
（
研
究
開
発
段
階
に
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
（

昭
和
五
十
三
年
運
輸
省
令
第
七
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
五
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

五 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
五
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

五 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３ 

（
略
） 
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正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
三
十
二
条
の
六 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
試
験
研
究

用
等
原
子
炉
ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画

を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
三 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
三
十
二
条
の
六 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
試
験
研
究

用
等
原
子
炉
ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画

を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
五 

（
略
） 

（
新
設
） 

六
～
十
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

一
～
七 

（
略
） 

八 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

九 

（
略
） 

３ 
（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 
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（
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
第
二
種
廃
棄
物
埋
設
の
事
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部

改
正
） 

第
八
条 

核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
第
二
種
廃
棄
物
埋
設
の
事
業
に
関
す
る
規
則
（

昭
和
六
十
三
年
総
理
府
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

第
三
十
二
条
の
七 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

五 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

第
三
十
二
条
の
七 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
二
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

五 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３ 

（
略
） 
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対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
二
十
二
条
の
七 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事

項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力

規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

全
て
の
坑
道
の
閉
鎖
の
状
況 

四
・
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
一 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
二
十
二
条
の
七 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事

項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力

規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
九 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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（
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
廃
棄
物
管
理
の
事
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

（
削
る
） 

一
～
八 

（
略
） 

（
削
る
） 

九
・
十 
（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

一 

全
て
の
坑
道
の
閉
鎖
が
終
了
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
九 

（
略
） 

十 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十
一
・
十
二 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
二
十
二
条
の
八 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
二
十
二
条
の
八 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
九
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
九
号
ま
で
に
掲
げ
る
事

項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更
に
つ

い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 
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第
九
条 

核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
廃
棄
物
管
理
の
事
業
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
六

十
三
年
総
理
府
令
第
四
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
三
十
五
条
の
六 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
廃
棄
物
管
理
事
業
者
に
限

る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、

こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
三
十
五
条
の
六 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
廃
棄
物
管
理
事
業
者
に
限

る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、

こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
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な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 
そ
の
管
理
に
係
る
固
体
状
の
核
燃
料
物
質
等
又
は
そ
の
処
理
に
係
る
液

体
状
若
し
く
は
固
体
状
の
核
燃
料
物
質
等
の
廃
棄
物
管
理
施
設
か
ら
の
搬

出
の
状
況 

四
・
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
二 

（
略
） 

な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

  

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
十 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

  

一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 
２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

既
に
そ
の
管
理
に
係
る
固
体
状
の
核
燃
料
物
質
等
又
は
そ
の
処
理
に
係

る
液
体
状
若
し
く
は
固
体
状
の
核
燃
料
物
質
等
を
廃
棄
物
管
理
施
設
か
ら

搬
出
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
三
十
五
条
の
七 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
廃
棄

物
管
理
事
業
者
に
限
る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
三
十
五
条
の
七 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
廃
棄

物
管
理
事
業
者
に
限
る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
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（
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
の
事
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
十
条 

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
の
事
業
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
二
年
通
商
産
業
省
令
第
百
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 
変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３ 

（
略
） 
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標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
四
十
三
条
の
三
の
五 

法
第
四
十
三
条
の
二
十
七
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃

止
措
置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ

る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原

子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

使
用
済
燃
料
の
使
用
済
燃
料
貯
蔵
施
設
か
ら
の
搬
出
の
状
況 

四
・
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
二 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
四
十
三
条
の
三
の
五 

法
第
四
十
三
条
の
二
十
七
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃

止
措
置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ

る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め
、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原

子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
十 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

 

一
～
七 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

既
に
使
用
済
燃
料
を
使
用
済
燃
料
貯
蔵
施
設
か
ら
搬
出
し
て
い
る
こ
と

を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
八 

(
略) 
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（
研
究
開
発
段
階
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
十
一
条 

研
究
開
発
段
階
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
二
年
総
理
府
令
第
百
二
十
二

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
四
十
三
条
の
四 
法
第
四
十
三
条
の
二
十
七
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
四
十
三
条
の
四 

法
第
四
十
三
条
の
二
十
七
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３ 

（
略
） 
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次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
一
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
発

電
用
原
子
炉
ご
と
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め

、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

燃
料
体
の
炉
心
等
か
ら
の
取
出
し
の
状
況 

五
・
六 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
一
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措

置
計
画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
止
し
よ
う
と
す
る
発

電
用
原
子
炉
ご
と
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め

、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

（
新
設
） 

四
・
五 

（
略
） 
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七 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

八
～
十
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

六
～
十
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

 

一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

４ 

前
項
の
場
合
に
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
燃
料
体
を
炉
心
等
か
ら
取

り
出
す
工
程
に
関
す
る
説
明
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

５ 

（
略
） 

 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

一 

既
に
燃
料
体
が
炉
心
等
か
ら
取
り
出
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す

る
資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

４ 

前
項
の
場
合
に
は
、
第
一
項
の
申
請
書
に
は
、
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る

書
類
又
は
図
面
に
代
え
て
、
燃
料
体
を
炉
心
等
か
ら
取
り
出
す
工
程
に
関
す

る
説
明
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
二
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
百
十
二
条 

法
第
四
十
三
条
の
三
の
三
十
四
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
三 
（
略
） 

四 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 
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（
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
っ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
第
一
種
廃
棄
物
埋
設
の
事
業
に
関
す
る
規
則
の
一
部

改
正
） 

第
十
二
条 

核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
っ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
第
一
種
廃
棄
物
埋
設
の
事
業
に
関
す
る
規
則

（
平
成
二
十
年
経
済
産
業
省
令
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に

対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い

う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の

標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改

五 

（
略
） 

２ 
前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
五
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３
・
４ 

（
略
） 

五 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３
・
４ 

（
略
） 
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正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。 

改 
 

 
 

 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
七
十
九
条 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計

画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
第
一
種
廃
棄
物
埋
設
事
業
者
に

限
る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め

、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

全
て
の
坑
道
の
閉
鎖
の
状
況 

四
・
五 

（
略
） 

六 

廃
止
措
置
に
伴
う
放
射
線
被
ば
く
の
管
理 

七
～
十
二 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
七
十
九
条 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
措
置
計

画
に
つ
い
て
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
第
一
種
廃
棄
物
埋
設
事
業
者
に

限
る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
廃
止
措
置
計
画
を
定
め

、
こ
れ
を
記
載
し
た
申
請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

（
新
設
） 

三
・
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

五
～
十 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
削
る
） 

一
～
七 

（
略
） 

（
削
る
） 

八 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

全
て
の
坑
道
の
閉
鎖
が
終
了
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
資
料 

二
～
八 

（
略
） 

九 
廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

十 

（
略
） 
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31 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
規
則
は
、
令
和
八
年
十
二
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

３ 

（
略
） 

 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
八
十
条 
法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す

る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
第
一
種
廃
棄

物
埋
設
事
業
者
に
限
る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申

請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
八
十
条 

法
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す

る
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
第
一
種
廃
棄

物
埋
設
事
業
者
に
限
る
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申

請
書
を
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

変
更
に
係
る
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項 

四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

３ 

（
略
） 
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32 

第
二
条

こ
の
規
則
の
施
行
前
に
さ
れ
た
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
第
二
十
二

条
の
八
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
第
十
二
条
の
六
第
三
項
、
第
五
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
又
は

第
五
十
七
条
の
五
第
二
項
の
認
可
の
申
請
で
あ
っ
て
、
こ
の
規
則
の
施
行
の
際
、
認
可
を
す
る
か
ど
う
か
の
処
分

が
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
の
認
可
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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改正 令和 年 月 日 原規規発第  号 原子力規制委員会決定 

 

発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準の全部を改正

する規程を次のように定める。 

 

令和 年 月 日 

 

        原子力規制委員会   

 

発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準 

 

 発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準（原管廃発第

13112716 号）の全部を別添のとおり改正する。 

 

附 則 

この規程は、令和８年 12月１日から施行する。

別紙２ 

38



 

(別添) 

 
 
 
 
 

発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の

廃止措置計画の審査基準 

 

 

 

 

 

 

令和８年○月 

原子力規制委員会 
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１．目的 

２．用語の定義 

３．審査の基準 

 

（解説１）申請書に添付する書類についての記載要領 

（解説２）廃止措置計画認可の参考知識 
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１．目的 

本審査基準は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号。以下「法」という。）に基づく以下の許可を受けた者 

・法第２３条第１項（試験研究用等原子炉設置者） 

・法第４３条の３の５第１項（発電用原子炉設置者） 

及び以下の許可の取消し等に伴う措置に該当する者 

・法第４３条の３の３第１項（旧試験研究用等原子炉設置者等） 

・法第４３条の３の３５第１項（旧発電用原子炉設置者等） 

より提出された 

＜廃止措置計画の認可の申請＞ 

・法第４３条の３の２第２項（試験研究用等原子炉設置者） 

・法第４３条の３の３４第２項（発電用原子炉設置者） 

・法第４３条の３の３第２項（旧試験研究用等原子炉設置者等） 

・法第４３条の３の３５第２項（旧発電用原子炉設置者等） 

＜廃止措置計画の変更の認可の申請＞ 

・法第４３条の３の２第３項（試験研究用等原子炉設置者） 

・法第４３条の３の３４第３項（発電用原子炉設置者） 

において準用する法第１２条の６第３項 

及び 

・法第４３条の３の３第４項（旧試験研究用等原子炉設置者等） 

・法第４３条の３の３５第４項（旧発電用原子炉設置者等） 

において準用する法第１２条の７第４項 

に係る審査の基準を示したものである。 

 

２．用語の定義 

 本審査基準において使用する用語は、法並びに試験研究の用に供する原子炉等の設

置、運転等に関する規則（昭和３２年総理府令第８３号。以下「試験炉規則」とい

う。）、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７

７号。以下「実用炉規則」という。）及び研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に

関する規則（平成１２年総理府令第１２２号。以下「研開炉規則」という。）において

使用する用語の例による。 

 

３．審査の基準 

廃止措置計画の認可制度においては、原子炉設置者（試験研究用等原子炉設置者及び発

電用原子炉設置者を指していう。）又は旧原子炉設置者等（旧試験研究用等原子炉設置者

等及び旧発電用原子炉設置者等を指していう。）が、発電用原子炉施設又は試験研究用等

原子炉施設（以下、特記なき場合は総称して「原子炉施設」という。）の廃止措置を講ず

るに当たって、あらかじめその計画を定め、原子力規制委員会の認可を受けることとされ

ている。 

したがって、原子炉施設の廃止措置計画の審査に当たっては、廃止措置計画に示された、

解体する原子炉施設及びその解体の方法、核燃料物質の譲渡しの方法、核燃料物質による

汚染の除去の方法及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄の方法について、放射線業
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務従事者の受ける線量が原子力規制委員会の定める線量限度を超えないようにする措置、

放射線業務従事者の呼吸する空気中の放射性物質の濃度が原子力規制委員会の定める濃度

限度を超えないようにする措置、原子炉施設を設置した工場又は事業所において行われる

気体状及び液体状の放射性廃棄物の廃棄に関し周辺監視区域外の放射性物質の濃度が原子

力規制委員会の定める濃度限度を超えないようにする措置及び周辺監視区域外の線量が原

子力規制委員会の定める線量限度を超えるおそれがないようにする措置が講じられるもの

であることを確認する。 

また、廃止措置計画の認可申請においては、廃止措置の全期間について試験炉規則、実

用炉規則又は研開炉規則において申請書に記載することとされている事項（以下「申請書

記載事項」という。）を申請書に記載することが必要であるところ、将来実施する個々の

工事の安全性等の詳細を申請時以降に定めることが合理的であると認められる場合にあっ

ては、当該部分（以下「後期工程」という。）の範囲を明確にした上で、後期工程に着手

するまでに申請書記載事項の詳細を確定させ廃止措置計画の変更認可を受ける旨の記載が

あることを確認することとする。 

なお、この場合においては、後期工程に着手するまでに申請書記載事項の詳細を確定さ

せ廃止措置計画の変更認可を受ける旨の記載があることを確認する。 

 

廃止措置計画の認可申請書の記載事項ごとに審査における基準を以下に示す。 

 

（１）使用済燃料（研究開発段階発電用原子炉にあっては燃料体）の炉心からの取出しの

状況 

・試験炉規則第１６条の６第１項第４号 

・実用炉規則第１１６条第１項第４号 

・研開炉規則第１１１条第１項第４号 

炉心から燃料が取り出されていることが運転日誌、空白の炉心配置図等から明らか

であること。 

ただし、試験研究用等原子炉施設において炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止

措置を開始しようとする場合は除く。 

 

（２）解体対象となる施設及びその解体の方法 

・試験炉規則第１６条の６第１項第６号 

・実用炉規則第１１６条第１項第６号 

・研開炉規則第１１１条第１項第６号 

１）解体する原子炉施設 

廃止措置計画に記載することとされている解体する原子炉施設については、原子

炉に係る設置の許可がなされたところにより、廃止措置対象施設の範囲を特定する

とともに、廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設が示されていること。 

発電用原子炉施設において、使用済燃料貯蔵設備に使用済燃料が存在する間は、

使用済燃料貯蔵設備から冷却水が大量に漏えいする事象等を考慮し、使用済燃料の

著しい損傷の進行を緩和し及び臨界を防止するための必要な設備等の重大事故等対

処設備の解体について、その機能を維持管理する期間が適切に評価されていること。

あるいは、その設備が不要であることが適切に評価されていること。 
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２）解体の方法 

解体の方法においては、原子炉施設の廃止措置期間全体を見通し、以下のような

段階とその段階ごとに講ずる措置が示されていること。また、各工事の着手要件、

完了要件が適切に設定されていること。 

①原子炉の機能停止から燃料体搬出までの段階 

原子炉の機能停止のための措置として、炉心からすべての燃料体が取り出さ

れ、炉心への燃料体の再装荷を不可とするような措置が講じられるとともに、

燃料体は核燃料物質貯蔵設備に保管され、同設備の解体開始前に原子炉施設外

へ搬出されること。 

原子炉格納施設、換気設備及び廃棄設備等の閉じ込め機能が確保され、当該

機能の確保に関連する放射線管理設備、電源設備等の機能が確保されること。 

試験研究用等原子炉施設において炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止措

置を開始しようとする場合は、廃止措置計画に係る当該試験研究用等原子炉の

運転停止に関する恒久的な措置が講じられるとともに、炉心から使用済燃料を

取り出すまでの間、冷却機能、臨界防止機能その他の使用済燃料を炉心におい

て安全に保管するために必要な機能が維持されること。 

②燃料体搬出後から解体までの段階 

原子炉格納施設、換気設備及び廃棄設備等の閉じ込め機能が確保され、当該

機能の確保に関連する放射線管理設備、電源設備等の機能が確保されること。 

③解体段階 

原子炉施設内に残存する放射性物質の評価を基に、核燃料物質による汚染の

適切な除去、核燃料物質によって汚染された物の適切な廃棄等が行われること。 

 

（３）廃止措置に伴う放射線被ばくの管理 

・試験炉規則第１６条の６第１項第７号 

・実用炉規則第１１６条第１項第７号 

・研開炉規則第１１１条第１項第７号 

公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の考え方、具体的方法、安

全対策が示されていること。 

 

（４）廃止措置期間中に性能を維持すべき施設 

・試験炉規則第１６条の６第１項第８号 

・実用炉規則第１１６条第１項第８号 

・研開炉規則第１１１条第１項第８号 

公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、廃止措置対象

施設内に残存する放射性物質の数量及び分布等を踏まえ、立案された核燃料物質によ

る汚染の除去手順、設備・機器又は施設の解体手順等の措置との関係において、性能

維持施設が、廃止措置期間を見通した廃止措置の段階ごとに適切に設定されており、

性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方が示されていること。また、これ

に基づき選定された具体的な設備が施設区分ごとに示されていること。 

 

（５）性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期

43



 4 /17 

 

間 

・試験炉規則第１６条の６第１項第９号 

・実用炉規則第１１６条第１項第９号 

・研開炉規則第１１１条第１項第９号 

（４）で選定された性能維持施設について、それぞれ位置、構造及び設備並びにそ

の性能並びにその性能を維持すべき期間が示されていること。また、ここで示される

性能維持施設の性能については、性能維持施設が維持すべき機能ごとに、その性能を

満たすために必要な仕様等（以下単に「必要な仕様等」という。）が示されているこ

と。 

専ら廃止措置を講ずるために使用する性能維持施設を設置しようとするときは、そ

の設計及び工事の計画が示されていること、当該性能維持施設に対する検査（注）の

計画が示されていること、当該性能維持施設の使用開始日が示されていること。 

（４）で選定された性能維持施設について、技術上の基準により難い特別の事情が

ある場合は、当該事情を明らかにするとともに、発電用原子炉施設の現況や技術上の

基準等に照らし適切な方法により性能維持施設を維持すること、必要な仕様等を満た

すこと等が示されていること。 

なお、廃止措置の進捗に伴う安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響

の程度の低下に応じて、性能維持施設の耐震重要度分類を見直すことを妨げない。 

注）この場合の「検査」は、定期事業者検査及び原子力施設の保安のための業務に係

る品質管理に必要な体制の基準に関する規則（令和２年原子力規制委員会規則第２

号）における自主検査等を指す。 

 

（６）核燃料物質の管理及び譲渡し 

・試験炉規則第１６条の６第１項第１０号 

・実用炉規則第１１６条第１項第１０号 

・研開炉規則第１１１条第１項第１０号 

廃止措置対象の原子炉施設の全ての核燃料物質が適切な譲渡し先に譲渡されること

等を示し、このうち使用済燃料については、設置許可を受けた「使用済燃料の処分の

方法」に従い、適切な譲渡し等の措置が示されており、核燃料物質の譲渡し等に当た

っては、以下の措置を講ずることが示されていること。 

① 核燃料物質の存在場所と種類・数量の確認 

廃止措置開始時点における核燃料物質の存在場所と種類・数量が確認されるこ

と。 

② 核燃料物質の保管 

核燃料物質は、搬出までの間、核燃料物質貯蔵設備（試験研究用等原子炉施設

において炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようとする場合に

あっては、炉心又は核燃料物質貯蔵設備）に保管されること。 

③ 核燃料物質の搬出、輸送 

核燃料物質の搬出、輸送に当たっては、関係法令に従った措置が講じられるこ

と。 

④ 核燃料物質の譲渡し先 

○原子炉設置者については、法第６１条第３号又は４号、第９号及び第１１号 
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○旧原子炉設置者等については、法第６１条第１０号 

の規定に従って、核燃料物質の譲渡し先が選定されていること。 

 

（７）核燃料物質による汚染の除去 

・試験炉規則第１６条の６第１項第１１号 

・実用炉規則第１１６条第１項第１１号 

・研開炉規則第１１１条第１項第１１号 

廃止措置対象の原子炉施設における核燃料物質による汚染の分布等の事前評価結果、

汚染の除去の方法及び安全管理上の措置の内容が示されていること。 

 

（８）核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

・試験炉規則第１６条の６第１項第１２号 

・実用炉規則第１１６条第１項第１２号 

・研開炉規則第１１１条第１項第１２号 

廃止措置対象の原子炉施設からの放射性廃棄物の適切な廃棄を確実に行うことが以

下のとおり示されていること。 

①放射性気体廃棄物の廃棄 

原子炉施設の廃止措置中に発生する放射性気体廃棄物については、原子炉の運

転中における取扱いと同様に措置されること。 

②放射性液体廃棄物の廃棄 

原子炉施設の廃止措置中に発生する放射性液体廃棄物については、原子炉の運

転中における取扱いと同様に措置されること。 

③放射性固体廃棄物の廃棄 

放射性固体廃棄物については、適切な廃棄が確実に行われるまでの間は、廃止

措置対象の原子炉施設の放射性廃棄物の廃棄施設に保管すること。   

 原子炉施設の廃止措置中に発生する放射性固体廃棄物については、放射性物質

による汚染の程度により区分されること。その発生から処理及び保管等の各段階

の取扱いにおいて、飛散、汚染の拡大及び放射線による被ばくを適切に防止でき

るよう措置された設備等が用いられること。それらを適切に廃棄するまでの間の

保管容量が確保されること。 

 

（９）廃止措置の工程 

・試験炉規則第１６条の６第１項第１３号 

・実用炉規則第１１６条第１項第１３号 

・研開炉規則第１１１条第１項第１３号 

廃止措置の全体計画として、廃止措置の着手時期、維持管理期間、解体工事に着手

する時期及び終了時期を示すために、廃止措置の方針・手順を時間軸の単位を年度と

して工程表により示すとともに、その概要が説明されていること。 

 

（１０）使用済燃料を炉心から取り出す方法及び時期（試験研究用等原子炉施設において

炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようとする場合に限る。） 

・試験炉規則第１６条の６第３項 
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使用済燃料を炉心から取り出す方法及び時期が具体的に定められていること。時期

については、始期及び終期を定め、具体的な作業内容から策定した工程を踏まえたも

のであることが明らかにされていること。 

 

注）上記（２）から（１０）までにおいて、工場又は事業所に複数の原子炉施設が

設置されており、複数の原子炉施設のうちその一部の原子炉施設を廃止する場合

は以下に留意する。 

    ①解体する原子炉の附属施設について 

工場又は事業所に複数の原子炉施設が設置されている場合において、対象原

子炉の附属施設を対象原子炉施設以外の原子炉施設と共用している場合には、

その附属施設の取扱いが示されていること。 

    ②核燃料物質の譲渡しの方法について 

工場又は事業所に設置されている複数の原子炉施設のうち、その一部の原子

炉施設を廃止する場合の核燃料物質の譲渡しの方法として、工場又は事業所内

の廃止対象外の貯蔵施設（廃止対象の原子炉施設との共用施設を含む。）にお

いて管理をする場合、当該施設の許認可上、管理が可能な施設であること。 

    ③放射性固体廃棄物の廃棄について 

工場又は事業所に設置されている複数の原子炉施設のうち、その一部の原子

炉施設を廃止する場合の放射性固体廃棄物の廃棄の方法として、工場又は事業

所内の廃止対象外の廃棄施設（廃止対象の原子炉施設との共用施設を含む。）

において管理をする場合、当該施設が許認可上、管理が可能な施設であること。 

 

（１１）廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

・試験炉規則第１６条の６第１項第１４号 

・実用炉規則第１１６条第１項第１４号 

・研開炉規則第１１１条第１項第１４号 

原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則

（令和２年原子力規制委員会規則第２号）を踏まえ、設置許可申請書等に記載された

方針に従って構築された品質マネジメントシステムに基づく廃止措置に関する一連の

プロセスが示されていること。また、構築された品質マネジメントシステムに基づき

廃止措置を実施することが定められていること。 
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（解説１） 

申請書に添付する書類についての記載要領 

 

申請書に添付する書類は、審査に当たって申請書本文の記載根拠を確認するために用い

る。 

なお、申請書に添付する書類の内容は、本解説で示すものに限定されるものではなく、

法及び試験炉規則、実用炉規則又は研開炉規則に照らして適切なものであれば、これらに

適合するものと判断する。 

 

（１）使用済燃料を炉心から取り出す工程に関する説明書（試験研究用等原子炉施設にお

いて、炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようとする場合に限る。） 

・試験炉規則第１６条の６第４項 

以下の説明について、記載することとする。 

①使用済燃料を炉心から取り出す方法及び手順、取出作業に係る人員及び設備の管

理方法並びにその体制に関する説明（図面、図表等を含む。）。 

②使用済燃料を炉心から取り出す工程及びその工程管理の方法に関する説明（図面、

図表等を含む。）。進捗に応じた段階により工程が区分される場合は、当該段階

ごとの説明。 

③運転停止に係る恒久的な措置として、制御装置により原子炉が停止状態に維持さ

れるとともに、機械的及び電気的に制御装置の駆動機能を停止する措置が講じら

れていることの説明。 

④使用済燃料を炉心から取り出した後において、炉心への燃料体の再装荷を不可と

するような措置が講じられることの説明。 

 

（２）廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図 

・試験炉規則第１６条の６第２項第１号 

・実用炉規則第１１６条第２項第１号 

・研開炉規則第１１１条第２項第１号 

廃止措置に係る部分（建屋、施設等）が明らかになっている敷地図及び工事作業区

域図を記載することとする。 

 

（３）廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第２号 

・実用炉規則第１１６条第２項第２号 

・研開炉規則第１１１条第２項第２号 

公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、廃止措置に伴

い発生する放射性廃棄物の形態（放射性気体廃棄物、放射性液体廃棄物等の別）に応

じて適切な放射線管理の下に、確実に廃棄が行われること、また、廃止措置期間中の

平常時における公衆への影響を記載することとする。 

１）廃止措置期間中の放射線管理 

廃止措置期間中における核燃料物質による汚染の除去及び放射性廃棄物の廃棄に 
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係る放射線管理の基本的考え方、具体的方法（一般事項、管理区域、保全区域及び

周辺監視区域の設定若しくは解除、放射線業務従事者の放射線防護並びに放射性廃

棄物の放出管理）を記載することとする。 

また、廃止措置期間中の核燃料物質による汚染の除去、放射性廃棄物の廃棄に係

る安全対策に関する以下の説明について、記載することとする。 

 ①核燃料物質による汚染の拡散防止策 

   核燃料物質による汚染の拡散防止のため、必要に応じて汚染拡大防止囲い、

局所フィルタを使用する等の措置が講じられること、また、放射性気体廃棄物

について、施設内の給排気系の機能が維持されることの説明。 

②被ばく低減対策 

    核燃料物質による汚染の除去に当たって、必要に応じて遮蔽体の設置、呼吸

保護具の着用等の外部被ばくの低減及び内部被ばくの防止等の措置が講じられ

ることの説明。 

２）廃止措置に伴う放射性廃棄物の発生量 

廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物について、適切な分類により発生量が評価

されていることを記載することとする。 

３）廃止措置期間中の平常時における公衆の線量の評価 

原子炉施設の廃止措置期間中の放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の環境へ

の放出に伴う公衆の線量、放射性固体廃棄物の保管に伴う直接線及びスカイシャイ

ン線による公衆の線量が適切に評価されていることの以下の説明について、記載す

ることとする。 

  ①気象条件 

廃止措置期間中の原子炉施設からの平常時における放出放射性物質に起因す

る公衆の被ばく線量評価に関し、適切な気象観測方法、観測値の統計処理方法

及び大気拡散の解析方法（以下「気象条件」という。）により、大気中におけ

る放射性物質の拡散状態の説明。 

この適切な気象条件としては、原子力安全委員会の安全審査指針類である「発

電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（昭和５７年１月２８日原子力

安全委員会決定。以下「気象指針」という。）に、大気中における放射性物質

の拡散状態を推定するために必要な気象観測方法、観測値の統計処理方法及び

平常運転時の大気拡散の解析方法が示されており、審査に当たっては、これを

参考とする。 

なお、気象指針では「本指針で定めた事項以外の方法を用いる場合があって

も、十分な根拠があればその使用を認められるものである」とされているため

参考とする。 

②放射性物質の放出量の算出 

    平常時に周辺環境に放出される放射性物質の量については、解体作業に伴い

空気中に飛散する粉じん等の放射性物質を対象とし、汚染拡大防止のために廃

止措置期間中の作業等で生ずる粉じん等の拡散を防止するため、排気系フィル

タその他の放射性物質除去装置、一時的に設けた設備等の機能を適切に設定し
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算出されていることの説明。 

    なお、炉型の特質や施設の状況に応じ、核種ごとの被ばく寄与を考慮したう

えで、評価の対象となる放射性物質が考慮されていることの説明を含めるもの

とする。 

  ③放出放射性物質に起因する公衆の被ばく線量 

    評価対象核種の環境移行における特徴を考慮した被ばく経路を設定するとと

もに、適切なパラメータを用いた被ばく評価モデルを設定し、上記①の気象条

件及び②の放出量を用いて、周辺監視区域外の評価地点における、放出放射性

物質に起因する被ばく線量が示されていること。 

    ここで、３．審査の基準の冒頭に示したとおり、廃止措置計画については、

原子力規制委員会の定める周辺監視区域外の線量限度を超えないような施設の

解体及び核燃料物質による汚染の除去等の措置が示されていること。さらに、

原子炉設置者及び旧原子炉設置者等においては、原子炉施設周辺の一般公衆の

線量を合理的に達成できる限り低く保つための努力が払われていることの説明

を記載することとする。 

このような観点からの評価の方法としては、原子力安全委員会の安全審査指

針類である「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（昭

和５１年９月２８日原子力委員会決定。以下「線量評価指針」という。）及び

「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」

（平成元年３月２７日原子力安全委員会了承）が示されており、審査に当たっ

てはこれらを参考とする。 

なお、線量評価指針では、「本指針以外の計算モデルとパラメータを用いる

場合があっても、十分な根拠があれば、その使用は認められるものである」と

されているため参考とする。 

④廃止措置期間中に保管する放射性固体廃棄物に起因する直接線量とスカイシャ

イン線量の評価 

  廃止措置期間中に管理区域内において保管する放射性固体廃棄物に起因する

直接線量とスカイシャイン線量について被ばく線量が評価されていることの説

明。 

  この場合において、廃止措置期間中に管理区域内において保管する放射性固

体廃棄物の保管量が適切に設定されていること、また、保管廃棄施設の遮蔽設

計、評価地点までの距離が適切に考慮されていることも記載に含めるものとす

る。 

４）廃止措置期間中における放射線業務従事者の受ける線量 

廃止措置期間中における放射線業務従事者の総被ばく線量、廃止措置における作

業方法及び被ばく低減対策の妥当性を記載することとする。 

 

（４）廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった場合に発生するこ

とが想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書 
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・試験炉規則第１６条の６第２項第３号 

・実用炉規則第１１６条第２項第３号 

・研開炉規則第１１１条第２項第３号 

廃止措置期間中の平常時における一般公衆への影響、廃止措置の工事上の過失等が

あった場合に発生すると想定される原子炉施設の事故の種類、程度、影響等の以下の

説明について、記載することとする。 

１）想定すべき事故 

核種ごとの被ばくへの寄与を考慮したうえで、放射性物質の放出量が最大となる 

事故が想定されていることの説明。 

２）事故時における公衆の線量評価 

①気象条件 

   廃止措置期間中の原子炉施設からの事故における放出放射性物質に起因する

公衆の被ばく線量評価に関し、適切な気象条件の説明。 

この適切な気象条件としては、気象指針に示された大気中における放射性物

質の拡散状態を推定するために必要な気象観測方法、観測値の統計処理方法及

び想定事故時の大気拡散の解析方法があり、審査に当たっては、これを参考と

する。 

なお、気象指針では「本指針で定めた事項以外の方法を用いる場合があって

も、十分な根拠があればその使用を認められるものである」としているため参

考とする。 

②放射性物質の放出量 

   炉型の特質や施設の状況に応じ、核種ごとの被ばくへの寄与を考慮した放射

性物質の放出量が示されていること。 

③放出放射性物質に起因する公衆の被ばく線量 

評価対象核種の環境移行における特徴を考慮した被ばく経路を設定するとと

もに、適切なパラメータを用いた被ばく評価モデルを設定し、上記①の気象条

件及び②の放出量を用いて、敷地外の評価地点における、放出放射性物質に起

因する被ばく線量が適切に評価されていること。 

線量評価の方法としては、上記（３）３）③に述べた原子力安全委員会の

安全審査指針類を審査に当たって参考とする。 

廃止措置の工事上の過失等があった場合に発生すると想定される原子炉施設

の事故の種類、程度、影響等が周辺公衆に与える放射線被ばくのリスクを確認

する際の考え方としては、原子力安全委員会の安全審査指針類である「水冷却

型試験研究用原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（平成３年７月１８日

原子力安全委員会決定）の解説における事故評価において示された考え方を参

考とする。 
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注）当該指針では、事故評価に対しては「周辺の公衆に対し、著しい放射線被ば

くのリスクを与えないこと。」を判断の基準のひとつとして示しているが、当該指

針解説では、この基準については、『「著しい放射線被ばくのリスク」を、事故に

よる線量と事故の発生頻度の兼ね合いを考慮して判断するものである。』とし、『Ｉ

ＣＲＰの１９９０年勧告によれば、公衆の被ばくに対する年実効線量限度として、

１ｍＳｖを勧告しているが、特殊な状況においては、５年間にわたる平均が年当た

り１ｍＳｖを超えなければ、単一年にこれよりも高い実効線量が許されることもあ

りうるとなっている。これは平常時の放射線被ばくについての考え方であるが、こ

れを発生頻度が小さい「事故」の場合にも適用することとし、周辺公衆の実効線量

の評価値が発生事故当たり５ｍＳｖを超えなければ「リスク」は小さいと判断する。』

としている。 

（５）核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第４号 

・実用炉規則第１１６条第２項第４号 

・研開炉規則第１１１条第２項第４号 

以下の説明について、記載することとする。 

①原子炉の機能停止時又は原子炉施設の解体時に原子炉施設に残存する放射性物質

（放射化放射性物質、汚染放射性物質及び原子炉の運転中に発生した放射性固体

廃棄物）の種類、数量及び分布に関する説明。 

②原子炉の運転履歴等を基にした計算結果、測定結果等による適切に評価している

ことの説明。 

 

（６）性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第５号 

・実用炉規則第１１６条第２項第５号 

・研開炉規則第１１１条第２項第５号 

性能維持施設に係る維持管理方法を記載することとする。具体的には、性能維持施

設の各設備等の維持管理、その他の安全対策について、性能を維持すべき期間にわた

って以下の措置を講ずることの説明を記載することとする。 

１）検査・校正 

性能維持施設の各設備、機器等及び廃止措置に伴い保安のために講ずる措置等

については、安全の確保上必要な機能及び性能を必要な期間中維持できるよう適

切な頻度で検査・校正を行うことの説明。 

２）その他の安全対策 

原子炉施設の廃止措置期間中においては、保安のために以下のような措置を講

ずることの説明。 

①周辺環境へ放出される放射性物質の管理が適切に行われていることを確認す

るため、解体中の原子炉施設からの放出の管理に係る放射線モニタリング及び

周辺環境に対する放射線モニタリングを適確に行うことの説明。 

②核燃料物質が原子炉施設に存在する期間中の原子炉施設への第三者の不法な

接近等を防止する措置を講ずることの説明。 
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③放射線障害防止の観点から、火災の防護設備については適切に維持管理するこ

と。また、可燃性物質が保管される場所にあっては、火災が生ずることのない

よう適切な防護措置を講ずることの説明。 

 

（７）廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第６号 

・実用炉規則第１１６条第２項第６号 

・研開炉規則第１１１条第２項第６号 

１）試験研究用原子炉施設及び研究開発段階発電用原子炉にあっては、以下の説明に

ついて記載することとする。 

①原子炉施設の解体に要する費用の見積総額及び資金の調達方法についての説明。 

②原子炉施設の解体に要する費用の見積総額が適切であることについての説明。例

えば、見積りの根拠資料。なお、当該説明書においては、将来実施する個々の工

事の安全性等の詳細が確定した範囲について説明するものとする。 

③原子炉施設の解体に要する資金の調達が確実に行われることについての説明。例

えば、積み立て基金の活用や、運営費交付金による充当をすることについての説

明。 

２）実用発電用原子炉にあっては、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施

及び廃炉の推進に関する法律（平成１７年法律第４８号）に基づく再処理等拠出金

及び廃炉拠出金を継続的に納付していることの説明について記載することとする。 

 

（８）廃止措置の実施体制に関する説明書 

・試験炉規則第１６条の６第２項第７号 

・実用炉規則第１１６条第２項第７号 

・研開炉規則第１１１条第２項第７号 

１）主たる工場又は事業所及び廃止措置に係る工場又は事業所において定める以下の

事項について記載することとする。 

①廃止措置に係る組織 

②廃止措置に係る各職位の職務内容 

２）廃止措置に係る工場又は事業所における廃止措置の実施に当たり、その監督を行

う者を選任する際の基本方針について記載することとする。 

 

なお、廃止措置の実施に当たりその監督を行う者（以下「廃止措置主任者」とい

う。）としては、表１に記載する者から選任していることが望ましい。 

また、法第４３条の３の２６又は法第４０条は、原子炉の運転に関し保安の監督を

行う者としてそれぞれ発電用原子炉主任技術者又は試験研究用等原子炉主任技術者

を選任する義務を規定しているが、発電用原子炉及び既に炉心から使用済燃料を取り

出している試験研究用等原子炉にあっては、原子炉の運転及び使用済燃料の取出しが

行われないことから、発電用原子炉主任技術者又は試験研究用等原子炉主任技術者の

選任義務は課されない。 
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表１ 廃止措置主任者の選任要件 

廃止措置対象施設

に核燃料物質が存

在する場合 

以下のいずれかに該当する者  

 イ 法第４１条第１項の原子炉主任技術者免状を有する者 

 ロ 法第２２条の３第１項の核燃料取扱主任者免状を有す

る者 

 ハ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第３２条第１項の

規定により技術士登録簿の原子力・放射線部門に登録を

受けた者（試験研究用等原子炉に限る。）  

廃止措置対象施設

に核燃料物質が存

在しない場合 

以下のいずれかに該当する者 

 イ 法第４１条第１項の原子炉主任技術者免状を有する者 

 ロ 法第２２条の３第１項の核燃料取扱主任者免状を有す

る者 

 ハ 技術士法第３２条第１項の規定により技術士登録簿の

原子力・放射線部門に登録を受けた者（試験研究用等原

子炉に限る。） 

 ニ 放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律

第１６７号）第３５条第１項の第１種放射線取扱主任者

免状を有する者 
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（解説２） 

廃止措置計画認可の参考知識 

 

Ⅰ．関係法令 

廃止措置計画認可手続に関連する法令は以下のとおりである。 

＜試験研究用等原子炉設置者及び発電用原子炉設置者の廃止措置計画の認可関連＞ 

・法第４３条の３の２第２項（認可） 

・法第４３条の３の３４第２項（認可） 

・法第４３条の３の２第３項において準用する法第１２条の６第４項（認可の基準） 

・法第４３条の３の３４第３項において準用する法第１２条の６第４項（認可の基準） 

・試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則（試験炉規則）第１６条

の６（申請書の記載事項、添付書類、提出部数） 

・試験炉規則第１６条の９（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

・実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（実用炉規則）第１１６条（申請書の

記載事項、添付書類、提出部数） 

・実用炉規則第１１９条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

・研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（研開炉規則）第１１１条（申

請書の記載事項、添付書類、提出部数） 

・研開炉規則第１１４条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

＜試験研究用等原子炉設置者及び発電用原子炉設置者の廃止措置計画の変更の認可関 

連＞ 

・法第４３条の３の２第３項において準用する法第１２条の６第３項（認可） 

・法第４３条の３の２第３項において準用する法第１２条の６第４項（認可の基準） 

・法第４３条の３の３４第３項において準用する法第１２条の６第３項（認可） 

・法第４３条の３の３４第３項において準用する法第１２条の６第４項（認可の基準） 

・試験炉規則第１６条の７（申請書の記載事項、添付書類、提出部数） 

・試験炉規則第１６条の９（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

・実用炉規則第１１７条（申請書の記載事項、添付書類、提出部数） 

・実用炉規則第１１９条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

・研開炉規則第１１２条（申請書の記載事項、添付書類、提出部数） 

・研開炉規則第１１４条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

＜旧試験研究用等原子炉設置者等及び旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画の認可 

関連＞ 

・法第４３条の３の３第２項（認可） 

・法第４３条の３の３第４項において準用する法第１２条の７第５項（認可の基準） 

・法第４３条の３の３５第２項（認可） 

・法第４３条の３の３５第４項において準用する法第１２条の７第５項（認可の基準） 

・試験炉規則第１６条の１２において準用する試験炉規則第１６条の６（申請書の記載

事項等） 

・試験炉規則第１６条の１２において準用する試験炉規則第１６条の９（原子力規制委

員会規則で定める認可の基準） 

・試験炉規則第１６条の１３（申請期限） 
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・実用炉規則第１２２条（申請書の記載事項等） 

・実用炉規則第１１９条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

・実用炉規則第１２３条（申請期限） 

・研開炉規則第１１７条（申請書の記載事項等） 

・研開炉規則第１１４条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

・研開炉規則第１１８条（申請期限） 

＜旧試験研究用等原子炉設置者等及び旧発電用原子炉設置者等の廃止措置計画の変更 

の認可関連＞ 

・法第４３条の３の３第４項において準用する法第１２条の７第４項（認可） 

・法第４３条の３の３第４項において準用する法第１２条の７第５項（認可の基準） 

・法第４３条の３の３５第４項において準用する法第１２条の７第４項（認可） 

・法第４３条の３の３５第４項において準用する法第１２条の７第５項（認可の基準） 

・試験炉規則第１６条の１２において準用する試験炉規則第１６条の７（申請書の記載

事項等） 

・試験炉規則第１６条の１２において準用する試験炉規則第１６条の９（原子力規制委

員会規則で定める認可の基準） 

・実用炉規則第１２４条（申請書の記載事項等） 

・実用炉規則第１１９条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

・研開炉規則第１１９条（申請書の記載事項等） 

・研開炉規則第１１４条（原子力規制委員会規則で定める認可の基準） 

＜手数料関連＞ 

・法第７５条第１項第３号（手数料の納付） 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和３２年政令第３

２４号）第６５条第１項（手数料の額） 

＜罰則関連＞ 

・法第７８条第５号の３（法第４３条の３の２第２項又は第４３条の３の３４第２項の

規定に違反して廃止措置を講じた者（一年以下の拘禁刑若しくは百万円以下の罰金に

処し、又はこれを併科する。）） 

・法第７８条第５号の５（法第４３条の３の３第２項又は第４３条の３の３５第２項

の規定に違反した者（一年以下の拘禁刑若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこ

れを併科する。）） 

 

Ⅱ．廃止措置とは 

１．廃止措置の法的位置付け 

原子炉設置者による廃止措置については、廃止措置が終了し、その結果が原子力

規制委員会規則で定める基準に適合していることについて、原子力規制委員会の確

認を受けたときに、設置の許可は、その効力を失うこととなっている。 

また、旧原子炉設置者等による廃止措置については、廃止措置が終了し、その結

果が原子力規制委員会規則で定める基準に適合していることについて、原子力規制

委員会の確認を受けるまでの間は、なお原子炉設置者とみなされる。 

２．廃止措置の概要 

原子炉施設の廃止措置は、核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物
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又は原子炉による災害の防止上適切（支障がないもの）であることが求められる。 

すなわち、原子炉の運転を恒久的に停止した後には、まず、炉心から使用済燃料

（研究開発段階発電用原子炉にあっては燃料体）を取り出す必要がある。 

原子炉施設の解体作業の実施に当たっては、公衆及び放射線業務従事者の受ける

線量の抑制又は低減の観点から、施設内に残存する放射性物質の種類、数量及び分

布や放射性廃棄物の発生量を事前に評価した上で、解体作業前の除染実施の検討や、

放射性機器等の解体時期の検討等により解体の手順及び工法の選定がなされる必要

がある。また、廃止措置の進捗に応じて、保安のために必要な原子炉施設の維持管

理、放射性廃棄物の処理等に関する措置が講じられる必要がある。 

ここで、原子炉施設の廃止措置は、一般的に、原子炉の機能停止、燃料体等の撤

去及び搬出、系統の隔離や施設の密閉、原子炉施設内の残存放射能の時間的減衰を

図るための安全貯蔵を経て、最終的に施設の解体作業が、長期間をかけて行われる。 

 

Ⅲ．審査の対象及び方法 

廃止措置計画の認可の申請及び廃止措置計画の変更の認可の申請に係る審査の対象及

び方法を以下に示す。 

１．審査の対象 

審査は、試験研究用等原子炉設置者・発電用原子炉設置者及び旧試験研究用等原子炉

設置者等・旧発電用原子炉設置者等から提出された廃止措置計画の認可の申請書及び廃

止措置計画の変更の認可の申請書を対象とする。 

 なお、旧原子炉設置者等が廃止措置計画を申請する期限は、原子炉設置者としての許

可を取り消された日又は原子炉設置者の解散若しくは死亡の日から６か月間である。 

 

２．審査の方法 

審査は、申請に係る廃止措置計画が、以下の認可の基準に適合するものであるか否か

を確認することとする。審査に当たっては、原子力安全委員会の安全審査指針類である

「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考え方」（昭和６０年１２月１９日原子力

安全委員会決定）を参考にする。 

また、申請の内容を勘案し、必要に応じ、現地調査、有識者の専門的意見の聴取を実

施する。 

 

○発電用原子炉施設の廃止措置については、原子力規制委員会規則で定める基準として、

実用炉規則第１１９条及び研開炉規則第１１４条に 

１）廃止措置計画に係る発電用原子炉の炉心（研究開発段階発電用原子炉にあっては炉

心等。以下同じ。）から使用済燃料（研究開発段階発電用原子炉にあっては燃料体）

が取り出されていること 

２）核燃料物質の管理及び譲渡しが適切なものであること 

３）核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の管理、処理及び廃棄が適切なも

のであること 

４）廃止措置の実施が核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用

原子炉による災害の防止上適切なものであること 

と規定されている。 
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○試験研究用等原子炉施設の廃止措置については、試験炉規則第１６条の９に 

１）廃止措置計画に係る試験研究用等原子炉の炉心から使用済燃料が取り出されている

こと 

２）核燃料物質の管理及び譲渡しが適切なものであること 

３）核燃料物質等の管理、処理及び廃棄が適切なものであること 

４）廃止措置の実施が核燃料物質等又は試験研究用等原子炉による災害の防止上適切な

ものであること 

と規定されている。 

また、炉心から使用済燃料を取り出す前に廃止措置を開始しようとする場合には、上

記１）に代えて 

・廃止措置計画に係る当該試験研究用等原子炉の運転停止に関する恒久的な措置が講じ

られていることとする 

と規定されている。 

 

注）航空路誌の変更手続 

  航空路誌の変更手続として、廃止措置対象の原子炉施設から全ての燃料体（使用済燃

料を含む）が搬出された後には、航空路誌（AIP-JAPAN）から原子炉施設を削除する必要

がある。このため、当該廃止措置計画の認可における担当者は、燃料体搬出確認後、国

土交通省に対し、速やかに連絡する。 

 

Ⅳ．性能維持施設 

性能維持施設としては、例えば以下のような施設が想定される。 

１）建屋(家)・構築物等 

２）核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

３）放射性廃棄物の廃棄施設 

４）放射線管理施設 

５）解体中に必要なその他の施設 

①核燃料の貯蔵管理及び放射性廃棄物の処理に伴い必要な場合、放射線業務従事者の被

ばく低減化のため空気の浄化が必要な場合並びに解体撤去に伴い放射性粉じんが発生

する可能性のある区域で原子炉施設外への放出の防止及び他区域への移行の防止のた

めに必要な場合には、換気設備 

②商用電源が喪失した際、解体中の原子炉施設の安全確保上必要な場合には、適切な容

量の電源設備。 

③その他の安全確保上必要な設備（照明設備、補機冷却設備等） 
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制定 令和 年 月 日 原規規発第 号 原子力規制委員会決定 

 

令第 41条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準の全部を改正する規程

を次のように定める。 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会   

 

第 41条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準 

 

令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準（原規規発第 2112156

号）の全部を別添のとおり改正する。 

 

附 則 

この規程は、令和８年 12月１日から施行する。 

 

別紙３ 
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別添 

 

 

 

 

令第 41 条非該当使用施設等の 

廃止措置計画の審査基準 

 

 

 

 

 

 

令和８年○月○日 

原子力規制委員会 
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１．目的 

本審査基準は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和

32年法律第 166号。以下「法」という。）に基づき、使用者又は旧使用者等が申

請する、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和 32

年政令第 324号）第 41条各号に掲げる核燃料物質を使用しない使用施設等（以

下「令第 41条非該当使用施設等」という。）の廃止措置計画又はその変更の認可

に係る審査の基準を示したものである。 

 

２．用語の定義 

本審査基準において使用する用語は、法並びに核燃料物質の使用等に関する

規則（昭和 32年総理府令第 84号。以下「使用規則」という。）、使用施設等の位

置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 34

号）及び原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に

関する規則（令和２年原子力規制委員会規則第２号。以下「品質管理基準規則」

という。）において使用する用語の例による。 

 

３．審査の基準 

令第 41条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査に当たっては、廃止措置計

画に示された使用施設等の解体の方法、核燃料物質の譲渡しの方法、核燃料物質

による汚染の除去の方法及び核燃料物質等の廃棄の方法が、使用規則第６条の

５に定める認可の基準に適合するものであることを確認する。 

この考え方の下、申請書の記載事項ごとの審査基準を示す。 

 

（１）使用施設における核燃料物質の使用の終了 

・使用規則第６条の３第１項第４号 

使用施設における使用の目的（例えば、核燃料物質を使用して行う研究活

動）が終了し、既に核燃料物質を使用していないこと及び今後も使用しない

ことが明らかであること。 

使用施設において核燃料物質を使用しておらず、貯蔵又は廃棄のみを行

っている場合は、その旨及びこれを示す許可申請書の複写等が示されてい

ること。 
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（２）解体の対象となる施設及びその解体の方法 

・使用規則第６条の３第１項第６号 

１）解体の対象となる施設 

廃止措置計画に記載することとされている解体する使用施設等について

は、廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設が示されていること。 

また、廃止措置対象施設の現況等に照らし、解体の対象としない施設（例

えば、研究棟のうち、部分的に使用施設として供用されている場合の当該使

用施設）については、当該施設の現況等に応じて必要とされる汚染部位の特

定、除染等を行い、その後、放射線による障害の防止の措置を必要としない

状況になったことを確認することが示されていること。その際、当該確認を

行った後の当該施設の解体その他の取扱いに係る説明を要しない。 

（例）解体の対象としない施設 

研究棟の 1 階の実験室を使用施設として使用していたが、使用施設の廃

止に当たって、研究棟の建屋を解体せず、実験室（使用施設）も解体しない

場合 

 

 

 

 

 

 

２）解体の方法 

解体の手順及び工法が、解体作業に着手する前に行う除染の実施状況及

び使用施設等の解体時期の検討を踏まえて具体的に示されていること。ま

た、解体の工法を踏まえて、放射線被ばく防止に関する基本的な考え方が示

されていること。特に、空気中に放射性物質が飛散するおそれのある作業を

行う場合は、施設内の給排気系の機能が維持され、必要に応じて局所フィル

タを使用する等の放射線被ばく防止に関する措置が示されていること。 

なお、最初の申請の時点で具体的な解体の方法を示すことが困難な場合

は、その理由が明らかにされていること。また、具体的な解体の方法が確定

廃止措置対象施設のうち、 
解体を行わないもの 
（使用施設） 

＜廃止前＞ 

研究棟 

＜廃止後＞ 

実験室 

解体せず、一般の 

実験室として再利用 

実験室 

研究棟 
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した後に廃止措置計画の変更認可申請により解体の方法を明確にする旨及

び当該変更認可を受けた後でなければ当該作業を行わない旨が示されてい

ること。 

 

（３）廃止措置に伴う放射線被ばくの管理 

・使用規則第６条の３第１項第７号 

公衆及び放射線業務従事者の線量の抑制又は低減の基本方針が示されて

いること。 

 

（４）性能維持施設 

・使用規則第６条の３第１項第８号 

廃止措置対象施設の現況等に応じて性能維持施設が廃止措置の段階ごと

に設定されており、性能維持施設に含まれる具体的な設備が施設区分ごと

に選定され、示されていること。 

 

（５）性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を維持

すべき期間 

・使用規則第６条の３第１項第９号 

（４）で選定された性能維持施設について、それぞれの位置、構造及び設

備並びにその性能並びにその性能を維持すべき期間が示されていること。

なお、性能維持施設のうち、廃止措置期間中においても許可を受けたところ

によりその性能等を維持するものにあっては、その旨及びその期間が示さ

れていればよい。 

また、維持すべき性能に変化がある場合は、その時点での必要とされる性

能が示されていること。 

さらに、使用施設等の廃止措置の実施に当たって、公衆及び放射線業務従

事者の線量を抑制し、又は低減する観点その他の原子力安全の観点から、専

ら廃止措置で使用するために導入する施設又は設備において、当該施設又

は設備の設計に関することが示されていること。 

 

（６）核燃料物質の管理及び譲渡し 

・使用規則第６条の３第１項第 10号 
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廃止措置対象施設の全ての核燃料物質が適切な譲渡し先に譲渡されるこ

と等が示されていること。具体的には、以下の事項が示されていること。 

１）核燃料物質の種類及びその数量。 

２）核燃料物質を搬出するまでの間における保管管理の方法。なお、廃止措置期

間中においても許可を受けたところにより保管管理する場合は、その旨が

示されていればよい。 

３）核燃料物質の搬出及び輸送の方法について、関係法令に従った措置が講じら

れること。 

４）核燃料物質の譲渡し先が、使用者にあっては法第 61条第７号、第９号及び

第 11号、旧使用者等にあっては法第 61条第 10号の規定に従って選定され

ていること。なお、最初の申請の時点で具体的な核燃料物質の譲渡し先が決

まっていない場合は、譲渡し先が確定した後に廃止措置計画の変更認可申

請により譲渡し先を明確にする旨及び当該変更認可を受けた後でなければ

譲渡しを行わない旨が示されていること。 

また、使用済燃料が廃止措置対象施設に存在する場合、許可を受けた使用

済燃料の処分の方法に従い、譲渡し等の措置が示されていること。なお、許

可を受けた使用済燃料の処分の方法において適切な譲渡し等の措置が示さ

れていない場合（例えば、自らの施設内で保管管理するとしている場合）は、

使用済燃料の処分の方法に適切な譲渡し等の措置を定めることについて変

更許可を受けた後に廃止措置計画の変更認可を申請する旨及び当該変更認

可を受けた後でなければ使用済燃料の譲渡しを行わないことが示されてい

ること。 

 

（７）核燃料物質による汚染の除去 

・使用規則第６条の３第１項第 11号 

廃止措置対象施設における核燃料物質による汚染の分布等を評価した上

で、具体的な汚染の除去の方法が示されていること。また、汚染の除去の方

法に応じて、呼吸器保護具や手袋の着用等、「（２） ２） 解体の方法」にお

いて示した放射線被ばく防止に関する基本的な考え方に従った具体的な措

置が示されていること。 

なお、最初の申請の時点で具体的な汚染の除去の方法等が決まっていな

い場合は、汚染の除去の方法等が確定した後に廃止措置計画の変更認可申
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請により明確にする旨及び当該変更認可を受けた後でなければ汚染の除去

等を行わない旨が示されていること。 

 

（８）核燃料物質等の廃棄 

・使用規則第６条の３第１項第 12号 

廃止措置期間中に発生する放射性廃棄物は、排気施設又は排水施設によ

り排出又は保管廃棄施設に保管廃棄する旨が示されていること。 

保管廃棄施設に保管廃棄される放射性廃棄物については、廃止措置計画

の認可を受ける前から保管廃棄しているものを含め、廃棄されるまでの間、

予測される発生量に見合った保管容量を有する保管廃棄施設にて保管廃棄

されることが示されていること。また、放射性廃棄物の廃棄先が示されてい

ること。 

なお、最初の申請の時点で具体的な放射性廃棄物の廃棄先が決まってい

ない場合は、廃棄先が確定した後に廃止措置計画の変更認可申請により廃

棄先を明確にする旨及び当該変更認可を受けた後でなければ廃棄先へ廃棄

を行わない旨が示されていること。 

 

（９）廃止措置の工程 

・使用規則第６条の３第１項第 13号 

廃止措置計画の認可を受けた後に廃止措置に着手する時期を起点として、

廃止措置の終了時期までの期間が全体の工程として示されていること。具

体的には、「（２） ２） 解体の方法」に従って各作業の期間が見積もられて

いること、廃止措置対象施設内の核燃料物質等を全て搬出した後に管理区

域を解除し使用施設等を廃止すること及び廃止措置終了の予定時期が示さ

れていること。 

なお、最初の申請の時点で具体的な工程を示すことが困難な場合は、その

理由が明らかにされていること。また、具体的な工程が確定した後に廃止措

置計画の変更認可申請により工程を明確にする旨及び当該変更認可を受け

た後でなければ当該工程に係る作業を行わない旨が示されていること。 

 

（10）廃止措置に係る品質管理（継続的改善） 

・使用規則第６条の３第１項第 14号 
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品質管理基準規則第 54条第１項第１号に基づき、廃止措置期間中におけ

る使用施設等の保安のための業務に係る品質管理について、個別業務の継

続的な改善を計画的に実施し、これを評価することが示されていること。 

なお、廃止措置期間中においても、許可を受けたところにより同号に定め

る措置を講ずる場合は、その旨が示されていればよい。 
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（解説１） 

申請書に添付する書類の記載要領 

 

申請書に添付する書類は、審査に当たって申請書本文の記載根拠を確認するた

めに用いる。なお、申請書に添付する書類の内容は、本解説で示すものに限定さ

れるものではなく、法及び使用規則に照らして適切なものであれば、これらに適

合するものと判断する。 

 

（１）廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図 

・使用規則第６条の３第２項第１号 

廃止措置対象施設の敷地が示されている敷地図等及び廃止措置に係る工

事作業区域が示されている建物図面等について添付する。 

 

（２）核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 

・使用規則第６条の３第２項第４号 

使用施設等の使用履歴等を基にした計算結果、測定結果等により評価さ

れた、使用施設等に残存する放射性物質の種類、数量及び分布について記載

する。 

 

（３）性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説

明書 

・使用規則第６条の３第２項第５号 

性能維持施設について、廃止措置の段階ごとに維持すべき性能及びその

性能を維持する期間について記載する。なお、廃止措置期間中においても許

可を受けたところによりその性能等を維持するものにあっては、その旨及

びその期間が示されていればよい。 

 

（４）廃止措置の実施体制に関する説明書 

・使用規則第６条の３第２項第７号 

以下について記載する。 

１） 廃止措置に係る工場又は事業所における廃止措置に係る組織及び廃止措

置に係る各職位の職務内容。 
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２） 廃止措置に係る工場又は事業所における廃止措置の実施の監督を行う者

を選任する際の基本方針。 
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（解説２） 

廃止措置計画認可の参考知識 

 

Ⅰ．関係法令 

廃止措置計画認可手続に関連する法令は以下のとおりである。 

＜使用者の廃止措置計画の認可関連＞ 

・法第 57条の５第２項【使用者】 

・法第 57 条の５第３項において準用する法第 12 条の６第４項【認可の基

準】 

・使用規則第６条の３【申請書の記載事項、添付書類及び提出部数】 

・使用規則第６条の５【原子力規制委員会規則で定める認可の基準】 

＜使用者の廃止措置計画の変更の認可関連＞ 

・法第 57条の５第３項【使用者】において準用する法第 12条の６第３項 

・法第 57 条の５第３項において準用する法第 12 条の６第４項【認可の基

準】 

・使用規則第６条の３の２【申請書の記載事項、添付書類及び提出部数】 

・使用規則第６条の５【原子力規制委員会規則で定める認可の基準】 

＜旧使用者等の廃止措置計画の認可関連＞ 

・法第 57条の６第２項【旧使用者等】 

・法第 57 条の６第４項において準用する法第 12 条の７第５項【認可の基

準】 

・使用規則第６条の８において準用する使用規則第６条の３【申請書の記載

事項、添付書類及び提出部数】 

・使用規則第６条の８において準用する使用規則第６条の５【原子力規制委

員会規則で定める認可の基準】 

＜旧使用者等の廃止措置計画の変更の認可関連＞ 

・法第 57 条の６第４項【旧使用者等】において準用する法第 12 条の７第

４項 

・法第 57 条の６第４項において準用する法第 12 条の７第５項【認可の基

準】 

・使用規則第６条の８において準用する使用規則第６条の３の２【申請書の

記載事項、添付書類及び提出部数】 
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・使用規則第６条の８において準用する使用規則第６条の５【原子力規制委員

会規則で定める認可の基準】 

＜放射線業務従事者、管理区域及び周辺監視区域外に係る線量関連＞ 

・核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく

線量限度等を定める告示（平成 27 年原子力規制委員会告示第 8 号。以下

「線量告示」という。）第１条【管理区域に係る線量等】 

・線量告示第２条【周辺監視区域外の線量限度】 

・線量告示第５条【放射線業務従事者等の線量限度】 

＜品質管理関連＞ 

・品質管理基準規則第 54条第１項第１号【継続的改善】 

 

Ⅱ．審査の対象及び方法 

令第 41条非該当使用施設等に係る廃止措置計画の認可の申請及び廃止措置計

画の変更の認可の申請に係る審査の対象及び方法を以下に示す。 

１．審査の対象 

審査は、使用者又は旧使用者等から提出された廃止措置計画の認可の申請

書及び廃止措置計画の変更の認可の申請書並びにそれらの添付書類を対象と

する。 

なお、旧使用者等は、使用規則第６条の９の規定により、使用者としての許

可を取り消された日又は使用者の解散若しくは死亡の日から６か月以内に廃

止措置計画の認可を申請しなければならない。 

 

２．審査の方法 

審査は、申請に係る廃止措置計画が、認可の基準に適合するものであるか否

かを確認することとする。 

法第 57 条の５第３項において準用する法第 12 条の６第４項において、廃

止措置計画が認可の基準に適合していると認めるときは、廃止措置計画を認

可しなければならないと定めており、令第 41条非該当使用施設等の廃止措置

については、認可の基準として、使用規則第６条の５第２号から第５号に以下

のとおり規定されている。 

第２号 使用施設における核燃料物質の使用が終了していること。 

第３号 核燃料物質の管理及び譲渡しが適切なものであること。 
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第４号 核燃料物質等の管理、処理及び廃棄が適切なものであること。 

第５号 廃止措置の実施が核燃料物質等による災害の防止上適切なもので

あること。 

なお、令第 41条非該当使用施設等の廃止措置計画の認可及び変更の認可に

係る標準処理期間は 90日間とされている。 
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制定 令和 年 月 日 原規規発第 号 原子力規制委員会決定 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅの廃止措

置計画の認可の審査に関する考え方（平成 29年４月 19日原規規発第 17041919

号）の全部を改正する規程を次のように定める。 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会   

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅの廃

止措置計画の認可の審査に関する考え方 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅの廃止措

置計画の認可の審査に関する考え方（平成 29 年４月 19 日原規規発第 17041919

号）の全部を別添のとおり改正する。 

 

附 則 

この規程は、令和８年 12月１日から施行する。 

 

別紙４ 
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（別添） 

 

 
 
 
 
 
 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

高速増殖原型炉もんじゅの 

廃止措置計画の認可の審査に関する考え方 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和８年●月 
原子力規制委員会 
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改訂履歴 

 

年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由 

平成２９年４月１９日 策定 

令和２年４月１日 

新たな検査制度（原子力規制検査）

の実施に伴う原子炉等規制法、再処

理規則等の改正に伴う変更 

令和８年●月●日 

発電用原子炉施設及び試験研究用等

原子炉施設の廃止措置計画の審査基

準の改正に伴う変更（全部改正） 

 
 

74



- 1 - 

 

第１ 趣旨 

本書は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）

の高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。）に係る廃止措置計画

の認可（変更の認可を含む。以下同じ。）の審査に関する考え方を示すもので

ある。 

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子

力規制委員会の処分に係る審査基準等」（原規総発第 1311275 号（平成 25 年

11月 27日原子力規制委員会決定））では、もんじゅに係る廃止措置計画の認

可の審査について、「発電用原子炉施設及び試験研究用等原子炉施設の廃止

措置計画の審査基準」（原管廃発第 13112716 号（平成 25 年 11 月 27 日原子

力規制委員会決定））を用いないとしている。 

もんじゅに係る廃止措置計画の認可については、本書を用いて審査を行う

こととする。 

 

第２ 定義等 

１ 法令の略称 

 本書で用いる法令の略称は、次のとおりである。 

法         核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律（昭和 32 年法律第 166号） 

研開炉規則     研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関

する規則（平成 12 年総理府令第 122号） 

研開炉技術基準規則 研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委

員会規則第 1 号） 

２ 用語の定義 

 本書において使用する用語は、法、研開炉規則及び研開炉技術基準規則

において使用する用語の例による。 

 

第３ 本書に関係する主な法令 

法第 43 条の 3の 34 第 2項（廃止措置計画の認可） 

法第 43 条の 3の 34において準用する法第 12条の 6第 3 項（廃止措置計画の

変更の認可） 

法第 43 条の 3の 34 第 3項において準用する法第 12条の 6 第 4 項（認可の基

準） 

研開炉規則第 110 条（廃止措置として行うべき事項） 

研開炉規則第 111 条（廃止措置計画の認可の申請） 

研開炉規則第 112 条（廃止措置計画の変更の認可の申請） 
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研開炉規則第 114 条（廃止措置計画の認可の基準） 

 

第４ 基本的考え方 

発電用原子炉施設の廃止措置は、廃止措置対象施設のリスクの低減を念頭

に、安全に、かつ、可能な限り早期に完了されなければならない。 

もんじゅの廃止措置については、廃止が決定された時点で、燃料体が炉心

等から取り出されていない状態であり、かつ、研究開発段階発電用原子炉及

びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25年原子力

規制委員会規則第 9 号）等のいわゆる新規制基準への適合が確認されていな

い特殊性がある。このため、研開炉規則及び研開炉技術基準規則を改正した

ところであるが、運用上なお残る課題については、廃止措置段階にあるもん

じゅのリスク（以下単に「リスク」という。）の早期低減を図るため、次によ

り対応する。 

１ 廃止措置計画の申請について 

特定研究開発段階発電用原子炉施設について廃止措置を講じようとする

発電用原子炉設置者は、あらかじめ、廃止措置計画を定め、原子力規制委員

会の認可を受けなければならない（法第 43 条の 3 の 34 第 2 項）。この廃

止措置計画には、廃止措置の全期間を対象に、研開炉規則第 111 条第 1 項

及び第 3 項に定める事項を定めることが求められるが、廃止措置の完了に

長期間を要するため、廃止措置の全期間にわたり詳細な工程、方法等を具

体的に記載することが困難であるなどの合理的な理由がある場合にあって

は、廃止措置の主要な工程及び全体の見通し等に係る事項や、廃止措置期

間中に詳細な方法等を定めることとする範囲やその時期など、申請者が講

ずべき対応が廃止措置計画で明らかにされ、その内容が適切であれば、研

開炉規則第 111条第 1 項及び第 3項の要件を満たすと考える。 

もんじゅの廃止措置では、燃料体を炉心等から取り出してリスクを低減

する作業を、他に優先して実施しなければならない。このため、もんじゅの

廃止措置計画において廃止措置の全期間の全工程について詳細を定めるこ

とが困難な合理的な理由がある場合には、廃止措置の工程の全体像を示し、

当面実施すべき工程について詳細を定めた廃止措置計画の認可の申請を認

め、以後は、詳細を定めることができたものを追記するなどして逐次廃止

措置計画の変更の認可を申請することを認める。 

なお、廃止措置計画の複数の部分に変更が必要になった場合であって、

認可の申請を部分ごとに行うことにつき合理的な理由があるときは、当該

部分ごとに廃止措置計画の変更の認可を並行して申請することを認める。 

２ 廃止措置を実施する上で必要な施設の改造等について 

廃止措置を実施する上で施設の改造又は設置（以下「改造等」という。）

が必要となった場合は、①設置の変更の許可の申請及び設計及び工事の計

画の認可の申請において必要とされる事項と同様の事項が廃止措置計画に

定められ、②その内容が発電用原子炉施設の現況や研開炉技術基準規則等
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に照らして適切と認められるのであれば、認可を受けた廃止措置計画に定

めるところにより当該改造等を行うことを認める。 

３ 放射線被ばくの管理及び低減等について 

もんじゅの廃止措置計画の審査に当たっては、機構が、廃止措置計画に

示す、解体の対象となる施設及びその解体方法、核燃料物質の管理及び譲

渡しの方法、核燃料物質による汚染の除去の方法並びに核燃料物質又は核

燃料物質によって汚染された物の廃棄方法に関して、放射線業務従事者の

線量が原子力規制委員会の定める線量限度を超えないようにする措置、も

んじゅにおいて行われる気体状及び液体状の放射性廃棄物の廃棄に関し、

放射線業務従事者の呼吸する空気中の放射性物質の濃度が原子力規制委員

会の定める濃度限度を超えないようにする措置、周辺監視区域の外の空気

中及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物質の濃度が原子力規制

委員会の定める濃度限度を超えないようにする措置その他の放射性物質に

起因する被ばく線量を低くするための措置を合理的に、かつ、可能な限り

講ずることとし、その措置が記載されていることを確認する。 

 

第５ 申請書に記載する廃止措置計画に定めるべき事項に対する審査（研開炉

規則第 111条第 1 項及び第 3 項） 

申請書に記載する廃止措置計画に定めるべき事項及び各事項については次

のとおり定めていることを確認する。 

なお、廃止措置計画の変更の認可の申請書記載事項は、研開炉規則第 112 条

第 1 項各号に掲げられているが、同項第 1 号から第 4 号までに掲げる事項に

ついて記載すべき内容は、当該事項に対応する研開炉規則第 111 条第 1 項に

掲げられた事項について記載すべき内容と同様である。また、変更の理由（研

開炉規則第 112 条第 1 項第 5 号）については、変更が必要な理由が明らかに

されていることを確認する。 

１ 名称及び住所並びに代表者の氏名（研開炉規則第 111 条第 1項第 1号） 

２ 廃止措置に係る工場又は事業所の名称及び所在地（研開炉規則第 111 条

第 1項第 2号） 

３ 廃止措置の対象となる発電用原子炉の名称（研開炉規則第 111 条第 1 項

第 3号） 

４ 燃料体の炉心等からの取出しの状況（特定研究開発段階発電用原子炉を

除く。）（研開炉規則第 111 条第 1 項第 4号） 

○ 炉心等から燃料体が取り出されていることが運転日誌、空白の炉心

配置図等から明らかであること。 

５ 廃止措置対象施設及びその敷地（研開炉規則第 111条第 1 項第 5号） 

６ 解体の対象となる施設及びその解体の方法（研開炉規則第 111 条第 1 項

第 6号） 

①  解体の対象となる施設が明確に定められていること。 
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②  原子炉を起動することができないよう、運転停止に関する恒久的な

措置が具体的に定められていること。 

③  解体・撤去の工法が、公衆及び放射線業務従事者の被ばく線量の抑

制及び低減する観点に立ち、施設内に残存する放射性物質の種類、数

量、分布及び放射性廃棄物の発生量を事前に評価した上で、具体的に

定められていること。 

④  保安のために必要な発電用原子炉施設の維持管理、放射性廃棄物の

取扱いその他の必要な措置が、廃止措置の進捗に応じた段階ごとに定

められていること。 

⑤  廃止措置に係る各作業の管理及び工程管理に関する必要な対応が定

められていること。 

⑥  廃止措置について詳細な方法等を定めることが困難な部分がある場

合は、その理由を明らかにするとともに、当該部分に係る主要な工程

及び全体の見通し等に係る事項並びに当該部分について詳細な方法等

を定める時期が定められていること。この場合において、詳細な方法

等を定める時期が異なる部分があるときは、当該部分ごとに詳細な方

法等を定める時期が定められていること。 

７ 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理（研開炉規則第 111条第 1項第 7号） 

○ 公衆及び放射線業務従事者の線量の抑制又は低減の基本方針が示さ

れていること。 

８ 性能維持施設（研開炉規則第 111条第 1 項第 8 号） 

○  性能維持施設が、設置許可及び工事計画認可等既往の許認可に基づ

く施設並びに保安規定（保全計画等保安規定に基づく下位文書を含む。

以下同じ。）に基づき保守管理の対象としている設備類（緊急安全対策

として整備したものを含む。）から抽出され、定められていること。維

持すべき性能又は性能維持施設に廃止措置の進捗に応じた変化（性能

維持施設の増減を含む。以下第５の８及び９において同じ。）があると

きは、当該廃止措置の進捗に応じた段階ごとに定められていること。 

 また、廃止措置を実施する上で必要な施設の改造等に係る廃止措置

計画の認可の申請を受けた際は、維持すべき性能又は性能維持施設に

当該改造等による変化がないかを確認し、変化があると認められる場

合は、申請に係る廃止措置計画に当該変化に応じて維持すべき性能及

び性能維持施設に関することが定められていることを確認すること。

維持すべき性能又は性能維持施設に改造等の進捗に応じた変化がある

ときは、当該改造等の進捗に応じた段階ごとに定められていること。 

 なお、認可を申請する時点で、個別の性能維持施設を抽出して特定

し難い場合は、設備等を特定して性能維持施設を定める時期を示した

上で、設備等が属する系統や施設等が性能維持施設として定められて

いること。 
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９ 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を維持す

べき期間並びに研開炉技術基準規則第 2 章及び第 3 章に定めるところによ

り難い特別の事情がある場合はその内容（研開炉規則第 111 条第 1 項第 9

号） 

①  性能維持施設の位置、構造及び設備、その性能並びにその性能を維

持すべき期間が具体的に定められていること。維持すべき性能に廃止

措置の進捗等に応じた変化があるときは、廃止措置の進捗等に応じた

段階ごとに定められていること。 

なお、廃止措置の進捗に伴う安全機能の喪失に起因する放射線によ

る公衆への影響の程度の低下に応じて、性能維持施設の耐震重要度分

類を見直すことを妨げない。 

②  研開炉技術基準規則第 2 章及び第 3 章に規定する基準（以下「維持

基準」という。）により難い特別な事情があるため、廃止措置計画に定

めるところにより性能維持施設を維持しようとする場合は、当該特別

な事情を明らかにするとともに、発電用原子炉施設の現況や技術上の

基準等に照らし適切な方法及び水準により性能維持施設を維持する方

法等が定められていること。なお、特別な事情の類型を例示すれば次

のとおりであり、これらに該当することについて具体的に説明されて

いること。 

○ 当面の安全性は確保できる旨の大略の評価結果は得ているものの、

精緻な評価結果を得るためには、適切な資源配分を行ったとして

も相当の期間を要するため、直ちに維持基準への適合性を説明す

ることができない場合 

○ 施設の現況等に照らし、維持基準をそのまま適用することは合理

的でない場合 

○ 性能維持施設を維持基準に適合させることよりも、速やかに当該

施設に係るリスクを低減させることが合理的である場合 

③  性能維持施設の改造等を行う場合は、設計、工事、当該工事の管理及

び試験・検査の方法に関すること（当該工事において溶接を行う場合

は、溶接の設計、施工管理及び試験・検査の方法に関することを含む。）

が定められていること。 

④  申請の時点で詳細な事項等を定め難い性能維持施設がある場合は、

その理由を明らかにするとともに、当該性能維持施設について、詳細

な事項等を定めるための方針及びその時期が定められていること。こ

の場合において、詳細な事項等を定める時期が異なる部分があるとき

は、当該部分ごとに詳細な事項等を定める時期が定められていること。 

⑤  性能維持施設の保守管理その他の事項について保安規定において具

体的な対応等を定める場合は、その旨が記載されていること。 

10 核燃料物質の管理及び譲渡し（研開炉規則第 111条第 1項第 10号） 

①  保有する核燃料物質及び使用済燃料の種類並びにその数量が明らか

にされていること。 
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②  核燃料物質及び使用済燃料を搬出するまでの間における具体的な保

管並びに管理の方法が定められていること。具体的な保管及び管理の

方法が検討中である場合は、当面の保管及び管理の方法並びに当該検

討に係る方針及び予定（当該検討の期限が明らかなものに限る。）が定

められていること。 

③  核燃料物質の譲渡しに関する計画及び方法が定められていること。

ただし、具体的な計画及び方法が検討中である場合は、核燃料物質の

譲渡しに係る当面の対応のほか、当該検討に係る方針及び予定（当該

検討の期限が明らかなものに限る。）が定められていること。 

④  使用済燃料の処分の方法を、設置の許可に定められた方法に従い、

当該処分に関する計画が定められていること。なお、機構においてさ

らに具体的な事項を定めている場合は、それらの事項が含まれている

こと。 

11 核燃料物質による汚染の除去（研開炉規則第 111条第 1項第 11号） 

①  発電用原子炉施設内の核燃料物質による汚染の分布等を評価した上

で、具体的な汚染の除去の方法及び安全管理上の措置が定められてい

ること。 

②  申請の時点で核燃料物質による汚染の除去に係る詳細な方法等を定

め難い部分がある場合は、その理由を明らかするとともに、当該部分

について、主要な工程及び全体の見通し等に係る事項及び詳細な方法

等を定める時期が定められていること。この場合において、詳細な方

法等を定める時期が異なる部分があるときは、当該部分ごとに詳細な

方法等を定める時期が定められていること。 

12 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄（研開炉規則第

111条第 1項第 12 号） 

①  発電用原子炉施設内に保管廃棄する放射性廃棄物及び廃止措置に伴

って発生する放射性廃棄物の廃棄について、取扱い並びに処理及び処

分の方法が定められていること。 

②  放射性廃棄物を処分するまでの間、発電用原子炉施設内に放射性廃

棄物を保管廃棄する場合には、当該保管廃棄の方法、期間及び管理が

定められていること。 

③  申請の時点で核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃

棄について具体的な対応等を定め難い部分がある場合には、その理由

を明らかするとともに、当該部分について、主要な工程及び全体の見

通し等に係る事項並びに具体的な対応等を定める時期が定められてい

ること。この場合において、具体的な対応等を定める時期が異なる部

分があるときは、当該部分ごとに対応等を定める時期が定められてい

ること。 

13 廃止措置の工程（研開炉規則第 111 条第 1項第 13 号） 

①  廃止措置の工程が具体的に定められていること。廃止措置の工程の

うち、計画を定めた部分がある場合には、当該部分及び計画が併せて
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示されていること。 

②  廃止措置の工程の管理及び進捗状況に係る定期的な評価に係る具体

的な方法、基準及びその体制が定められていること。 

③  ②の評価の結果、工程の管理の問題又は進捗の遅延が生じていると

認めたときに行う対応（廃止措置計画の変更の認可の申請を含む。）が

定められていること。 

④  廃止措置計画の変更の認可を申請する場合で、廃止措置の実績があ

るときは、計画に対する実績その他の廃止措置の進捗状況及びその評

価が示されていること。 

14 廃止措置に係る品質マネジメントシステム（研開炉規則第 111 条第 1 項

第 14号） 

○  原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基

準に関する規則（令和２年原子力規制員会規則第２号）を踏まえ、設

置許可申請書等に記載された方針に従って構築された品質マネジメ

ントシステムに基づく廃止措置に関する一連のプロセスが示されて

いること。また、構築された品質マネジメントシステムに基づき廃止

措置を実施することが定められていること。 

15 特定研究開発段階発電用原子炉にあっては、燃料体を炉心等から取り出

す方法及び時期（研開炉規則第 111 条第 3項） 

①  発電用原子炉を起動することができないよう、運転停止に関する恒

久的な措置が講じられていることが明らかにされていること。 

②  燃料体を炉心等から取り出す方法及び時期が具体的に定められてい

ること。時期については、始期及び終期を定め、具体的な作業内容から

策定した工程を踏まえて可能な限り期間の短縮を図ったものであるこ

とが明らかにされていること。 
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（解説１） 

申請書に添付する書類についての記載要領 

 

申請書に添付する書類は、審査に当たって申請書本文の記載根拠を確認す

るために用いる。 

廃止措置計画の変更の認可を申請するときは、変更に係る事項について説

明した資料を添付すれば足りる（研開炉規則第 112 条第 2 項）が、変更が必

要となった理由に関する説明が示されていること。 

なお、原子力規制委員会が認可の基準（研開炉規則第 114 条）への適合性

を審査する上で必要と認めるときは、別に書類又は図面の提出を求める（研

開炉規則第 111 条第 2 項第 8 号）。また、申請書に添付する書類の内容は、

本解説で示すものに限定されるものではなく、法及び研開炉規則に照らして

適切なものであれば、これらに適合するものと判断する。 

 

１ 燃料体を炉心等から取り出す工程に関する説明書（特定研究開発段階発

電用原子炉に限る。）（研開炉規則第 111 条第 4項） 

以下について記載する。 

①  燃料体を炉心等から取り出す方法及び手順、取出作業に係る人員及

び設備の管理方法並びにその体制に関する説明（図面、図表等を含む。）。 

②  燃料体を炉心等から取り出す工程及びその工程管理の方法に関する

説明（図面、図表等を含む。）。工程が進捗に応じた段階により区分さ

れる場合は、当該段階ごとの説明。 

２ 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図

（研開炉規則第 111条第 2項第 1号） 

○  廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区

域図（必要がある場合は地勢や施設の現況等に関する説明を含む。）並

びにこれらに関する説明について記載する。 

３ 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書（研開炉規則第 111

条第 2 項第 2 号） 

以下について記載する。 

①  廃止措置期間中の核燃料物質による汚染の除去及び放射性廃棄物の

廃棄に係る放射線管理の基本的考え方及び対応に関する説明。 

②  廃止措置期間中の核燃料物質による汚染の除去、放射性廃棄物の廃

棄に係る作業又は工程ごとの被ばく低減対策及び安全対策に関する説

明。 

③  廃止措置の作業又は工程ごとに示された、放射性気体廃棄物、放射

性液体廃棄物及び放射性固体廃棄物の発生量を、中和、濃縮等放射性

廃棄物を処理する作業の種類ごとに評価した結果。 

④  廃止措置の作業又は工程ごとに示された、放射性気体廃棄物及び放

射性液体廃棄物の環境への放出に伴う公衆の線量、放射性固体廃棄物
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の保管に伴う直接線及びスカイシャイン線による公衆の線量に関する

説明。 

４ 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった場合に発

生すると想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書（研開炉規則

第 111 条第 2 項第 3号） 

以下について記載する。 

①  廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、津波、溢水、火災、

火山活動、竜巻等があった場合に発生すると想定される事故（重大事

故等、大規模損壊に係るものを含む。）の種類、程度、影響等に関する

説明。 

②  重大事故等発生時及び大規模損壊発生時における体制及び対応に関

する説明。なお、保安規定において具体的な対応等を定めている場合

は、その旨。 

③  申請の時点で廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、津波、

溢水、火災、火山活動、竜巻等があった場合に発生すると想定される事

故（重大事故等に係るもの及び大規模損壊に係るものを含む。）の種

類、程度、影響等に関する説明を詳細に行うことができない部分があ

るときは、その旨、その理由、説明の概略及び詳細な説明を行う時期。

この場合において、詳細な説明を行う時期が異なる部分があるときは、

当該部分ごとに詳細な説明を行う時期。 

④  初期の廃止措置計画について認可を申請する場合において、①及び

②に掲げる説明について詳細な説明が困難な事項があるときには、機

械又は装置の故障（既往の許認可における原子炉の操作上の過失、機

械又は装置の故障、地震、火災等があった場合に発生すると想定され

る原子炉の事故の種類、程度、影響等に関する説明書及び緊急安全対

策を基にしたもの等を含む。）、地震及び津波等について、既往の評価

結果を基に、優先して実施すべき工程に係る施設の現況等に可能な限

り即した説明。 

５ 核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書（研開炉規

則第 111条第 2項第 4 号） 

○  発電用原子炉施設に残存する放射性物質の種類、数量及び分布に関

する説明について記載する。 

６ 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説

明書（研開炉規則第 111条第 2項第 5号） 

○ 第５の８（性能維持施設）及び９（性能維持施設の位置、構造及び設

備並びにその性能、その性能を維持すべき期間等）に記載した性能を

維持すべき期間に関する詳細な説明について記載する。 

７ 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書

（研開炉規則第 111条第 2項第 6号） 

以下について記載する。 
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① 原子炉施設の解体に要する費用の見積総額及び資金の調達方法につ

いての説明。 

② 原子炉施設の解体に要する費用の見積総額が適切であることについ

ての説明。例えば、見積りの根拠資料。ただし、「第４の１ 廃止措置

計画の申請について」を踏まえ、当該説明書においては、将来実施する

個々の工事の安全性等の詳細が確定した範囲について説明するものと

する。 

③ 原子炉施設の解体に要する資金の調達が確実に行われることを示す

説明。例えば、積み立て基金の活用や、運営費交付金による充当をする

ことについての説明。 

８ 廃止措置の実施体制に関する説明書（研開炉規則第 111条第 2項第 7号） 

以下について記載する。 

①  廃止措置の実施体制（組織及び各職位の職務内容を含む。）並びに廃

止措置の工程管理及び評価方法に関する説明。 

②  もんじゅの廃止措置の実施に当たり、その監督を行う者を選任する

際の基本方針及びその説明。 
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制定 令和 年 月 日 原規規発第 号 原子力規制委員会決定 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（再処

理施設）の廃止措置計画の認可の審査に関する考え方（平成 29年４月 19日原

規規発第 17041921号）の全部を改正する規程を次のように定める。 

令和 年 月 日 

原子力規制委員会  

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（再

処理施設）の廃止措置計画の認可の審査に関する考え方 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（再処理

施設）の廃止措置計画の認可の審査に関する考え方（平成 29年４月 19日原規規

発第 17041921号）の全部を別添のとおり改正する。 

附 則 

この規程は、令和８年 12月１日から施行する。 

別紙５ 
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（別添） 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）の 

廃止措置計画の認可の審査に関する考え方 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年●月 
原子力規制委員会 
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改訂履歴 

 

年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由 

平成２９年４月１９日 策定 

令和２年４月１日 

新たな検査制度（原子力規制検査）

の実施に伴う原子炉等規制法、再処

理規則等の改正に伴う変更 

令和８年●月●日 

発電用原子炉施設及び試験研究用等

原子炉施設の廃止措置計画の審査基

準の改正に伴う変更（全部改正） 
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第１ 趣旨 

本書は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）

の核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）（以下「東海再処理施設」という。）

に係る廃止措置計画の認可（変更の認可を含む。以下同じ。）の審査に関する考

え方を示すものである。 

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規

制委員会の処分に係る審査基準等」（原規総発第 1311275号（平成 25年 11月 27

日原子力規制委員会決定））では、再処理施設に係る廃止措置計画の認可の審査

基準について、法第 50条の 5第 3項において準用する第 12条の 6第 4項及び再

処理規則第 19 条の 8 に規定されていることを示した上で、更に具体的な審査基

準は設定しないこととしている。 

東海再処理施設に係る廃止措置計画の認可については、本書を用いて審査を行

うこととする。 

 

第２ 定義等 

１ 法令の略称 

 本書で用いる法令の略称は、次のとおりである。 

法         核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律（昭和 32年法律第 166号） 

再処理規則     使用済燃料の再処理の事業に関する規則（昭和 46年

総理府令第 10号） 

再処理維持基準規則 再処理施設の技術基準に関する規則（令和２年原子

力規制委員会規則第９号） 

２ 用語の定義 

 本書において使用する用語は、法、再処理規則及び再処理維持基準規則にお

いて使用する用語の例による。 

 

第３ 本書に関係する主な法令 

法第 50条の 5第 2項（廃止措置計画の認可） 

法第 50条の 5第 3項において準用する法第 12条の 6第 3項（廃止措置計画の変

更の認可） 

法第 50条の 5第 3項において準用する法第 12条の 6第 4項（認可の基準） 

再処理規則第 19条の 4（廃止措置として行うべき事項） 

再処理規則第 19条の 5（廃止措置計画の認可の申請） 

再処理規則第 19条の 6（廃止措置計画の変更の認可の申請） 

再処理規則第 19条の 8（廃止措置計画の認可の基準） 
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第４ 基本的考え方 

 再処理施設の廃止措置は、廃止措置対象施設のリスクの低減を念頭に、安全に、

かつ、可能な限り早期に完了されなければならない。 

 東海再処理施設の廃止措置については、廃止が決定された時点で、回収可能核

燃料物質が再処理設備本体から取り出されず、特定廃液が廃液槽に保管廃棄され

ている状態であり、かつ、再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

（平成 25年原子力規制委員会規則第 27号）等のいわゆる新規制基準への適合が

確認されていない特殊性がある。このため、再処理規則及び再処理維持基準規則

を改正したところであるが、運用上なお残る課題については、廃止措置段階にあ

る東海再処理施設のリスク（以下単に「リスク」という。）の早期低減を図るた

め、次により対応する。 

１ 廃止措置計画の申請について 

再処理施設について廃止措置を講じようとする再処理事業者は、あらかじめ、

廃止措置計画を定め、原子力規制委員会の認可を受けなければならない（法第

50条の 5第 2項）。この廃止措置計画には、廃止措置の全期間を対象に、再処

理規則第 19 条の 5 第 1 項及び第 3 項に定める事項を定めることが求められる

が、廃止措置の完了に長期間を要するため、廃止措置の全期間にわたり詳細な

工程、方法等を具体的に記載することが困難であるなどの合理的な理由がある

場合にあっては、廃止措置の主要な工程及び全体の見通し等に係る事項や、廃

止措置期間中に詳細な方法等を定めることとする範囲やその時期など、申請者

が講ずべき対応が廃止措置計画で明らかにされ、その内容が適切であれば、再

処理規則第 19条の 5第 1項及び第 3項の要件を満たすと考える。 

東海再処理施設の廃止措置では、回収可能核燃料物質を再処理設備本体から

取り出し、特定廃液を処理して、リスクを低減する作業を、他に優先して実施

しなければならない。このため、東海再処理施設の廃止措置計画において廃止

措置の全期間の全工程について詳細を定めることが困難な合理的な理由があ

る場合には、廃止措置の工程の全体像を示し、当面実施すべき工程について詳

細を定めた廃止措置計画の認可を申請することを認め、以後は、詳細を定める

ことができたものを追記するなどして逐次廃止措置計画の変更の認可を申請

することを認める。 

なお、廃止措置計画の複数の部分に変更が必要になった場合であって、認可

の申請を部分ごとに行うことにつき合理的な理由があるときは、当該部分ごと

に廃止措置計画の変更の認可を並行して申請することを認める。 

２ 廃止措置を実施する上で必要な施設の改造等について 

廃止措置を実施する上で施設の改造又は設置（以下「改造等」という。）が

必要となった場合は、①事業の変更の許可の申請及び設計及び工事の計画の認

可の申請において必要とされる事項と同様の事項が廃止措置計画に定められ、

②その内容が再処理施設の現況や再処理維持基準規則等に照らして適切と認

められるのであれば、認可を受けた廃止措置計画に定めるところにより当該改
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造等を行うことを認める。 

３ 放射線被ばくの管理及び低減等について 

東海再処理施設の廃止措置計画の審査に当たっては、機構が、廃止措置計画

に示す、解体の対象となる施設及びその解体方法、性能維持施設、性能維持施

設の位置、構造及び設備並びに性能、その性能を維持すべき期間、使用済燃料、

核燃料物質及び使用済燃料から分離された物の管理及び譲渡しの方法、使用済

燃料又は核燃料物質による汚染の除去の方法並びに使用済燃料、核燃料物質若

しくは使用済燃料から分離された物又はこれらによって汚染された物の廃棄

方法に関して、放射線業務従事者の線量が原子力規制委員会の定める線量限度

を超えないようにする措置、東海再処理施設において行われる気体状及び液体

状の放射性廃棄物の廃棄に関し、放射線業務従事者の呼吸する空気中の放射性

物質の濃度が原子力規制委員会の定める濃度限度を超えないようにする措置、

排気施設によって排出及び海洋放出施設によって放出される放射性廃棄物に

起因する被ばく線量が原子力規制委員会の定める線量限度を超えないように

する措置その他の放射性物質に起因する被ばく線量を低くするための措置を

合理的に、かつ、可能な限り講ずることとし、その措置が記載されていること

を確認する。 

 

第５ 申請書に記載する廃止措置計画に定めるべき事項に対する審査（再処理規則

第 19条の 5第 1項及び第 3項） 

申請書に記載する廃止措置計画に定めるべき事項及び各事項については次の

とおり定めていることを確認する。 

なお、廃止措置計画の変更の認可の申請書記載事項は、再処理規則第 19条の 6

第 1項各号に掲げられているが、同項第 1号から第 3号までに掲げる事項につい

て記載すべき内容は、当該事項に対応する再処理規則第 19 条の 5 第 1 項に掲げ

られた事項について記載すべき内容と同様である。また、変更の理由（再処理規

則第 19 条の 6 第 1 項第 4 号）については、変更が必要な理由が明らかにされて

いることを確認する。 

１ 名称及び住所並びに代表者の氏名（再処理規則第 19条の 5第 1項第 1号） 

２ 廃止措置に係る工場又は事業所の名称及び所在地（再処理規則第 19条の 5第

1項第 2号） 

３ 回収可能核燃料物質の再処理設備本体からの取出しの状況（回収可能核燃料

物質を再処理設備本体から取り出していない特定再処理施設を除く。）（再処理

規則第 19条の 5第 1項第 3号） 

① 既に回収可能核燃料物質が再処理設備本体から取り出されていること

が明らかであること。 

② 再処理設備本体の操作の停止に関する恒久的な措置が講じられている

ことが示されていること。 

③ 特定廃液の固型化その他の処理の工程を完了し、特定廃液が廃液槽に保
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管廃棄されていないときは、そのことが明らかであることが示されている

こと。 

４ 廃止措置対象施設及びその敷地（再処理規則第 19条の 5第 1項第 4号） 

５ 解体の対象となる施設及びその解体の方法（再処理規則第 19 条の 5 第 1 項

第 5号） 

① 解体の対象となる施設が明確に定められていること。 

② 解体・撤去の工法が、公衆及び放射線業務従事者の被ばく線量の抑制及

び低減する観点に立ち、施設内に残存する放射性物質の種類、数量、分布

及び放射性廃棄物の発生量を事前に評価を実施した上で、具体的に定めら

れていること。 

③ 保安のために必要な再処理施設の維持管理、放射性物質の取扱いその他

の必要な措置が、廃止措置の進捗に応じた段階ごとに定められていること。 

④ 廃止措置に係る各作業の管理及び工程管理に関する必要な対応が定め

られていること。 

⑤ 廃止措置について詳細な方法等を定めることが困難な部分がある場合

は、その理由を明らかにするとともに、当該部分に係る主要な工程及び全

体の見通し等に係る事項並びに当該部分について詳細な方法等を定める

時期が定められていること。この場合において、詳細な方法等を定める時

期が異なる部分があるときは、当該部分ごとに詳細な方法等を定める時期

が定められていること。 

６ 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理（再処理規則第 19条の 5第 1項第 6号） 

○ 公衆及び放射線業務従事者の線量の抑制又は低減の基本方針が示され

ていること。 

７ 性能維持施設（再処理規則第 19条の 5第 1項第 7号） 

○ 性能維持施設が、事業の指定、設計及び工事の方法の認可等既往の許認

可に基づく施設、廃止措置計画の認可を受ける前に施設定期検査及び施設

定期自主検査の対象としていた施設並びに保安規定に基づき保守管理の

対象としている設備類（緊急安全対策として整備したものを含む。）等か

ら抽出され、定められていること。維持すべき性能又は性能維持施設に廃

止措置の進捗に応じた変化（性能維持施設の増減を含む。以下第５の７及

び８において同じ。）があるときは、当該廃止措置の進捗に応じた段階ご

とに定められていること。 

また、廃止措置を実施する上で必要な施設の改造等に係る廃止措置計画

の認可の申請を受けた際は、維持すべき性能又は性能維持施設に当該改造

等による変化がないかを確認し、変化があると認められる場合は、申請に

係る廃止措置計画に当該変化に応じて維持すべき性能及び性能維持施設に

関することが定められていることを確認すること。維持すべき性能又は性

能維持施設に改造等の進捗に応じた変化があるときは、当該改造等の進捗

に応じた段階ごとに定められていること。 
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なお、認可を申請する時点で、個別の性能維持施設を抽出して特定し難

い場合は、設備等を特定して性能維持施設を定める時期を示した上で、設

備等が属する系統や施設等が性能維持施設として定められていること。 

８ 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を維持すべき

期間並びに再処理維持基準規則の第 2章及び第 3章に定めるところにより難い

特別の事情がある場合はその内容（再処理規則第 19条の 5第 1項第 8号） 

① 性能維持施設の位置、構造及び設備、その性能並びにその性能を維持す

べき期間が具体的に定められていること。維持すべき性能に廃止措置の進

捗等に応じた変化があるときは、廃止措置の進捗等に応じた段階ごとに定

められていること。 

なお、廃止措置の進捗に伴う安全機能の喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度の低下に応じて、性能維持施設の耐震重要度分類を見直

すことを妨げない。 

② 再処理維持基準規則第 2章及び第 3章に規定する基準（以下「維持基準」

という。）により難い特別な事情があるため、廃止措置計画に定めるとこ

ろにより性能維持施設を維持しようとする場合は、当該特別な事情を明ら

かにするとともに、再処理施設の現況や技術上の基準等に照らし適切な方

法及び水準により性能維持施設を維持する方法等が定められていること。

なお、特別な事情の類型を例示すれば次のとおりであり、これらに該当す

ることについて具体的に説明されていること。 

○ 当面の安全性は確保できる旨の大略の評価結果は得ているものの、精

緻な評価結果を得るためには、適切な資源配分を行ったとしても相当

の期間を要するため、直ちに維持基準への適合性を説明することがで

きない場合 

○ 施設の現況等に照らし、維持基準をそのまま適用することは合理的で

ない場合 

○ 性能維持施設を維持基準に適合させることよりも、速やかに当該施設

に係るリスクを低減させることが合理的である場合 

③ 性能維持施設の改造等を行う場合は、設計、工事、当該工事の管理及び

試験・検査の方法に関すること（当該工事において溶接を行う場合は、溶

接の設計、施工管理及び試験・検査の方法に関することを含む。）が定め

られていること。 

④ 申請の時点で詳細な事項等を定め難い性能維持施設がある場合は、その

理由を明らかにするとともに、当該性能維持施設について、詳細な事項等

を定めるための方針及びその時期が定められていること。この場合におい

て、詳細な事項等を定める時期が異なる部分があるときは、当該部分ごと

に詳細な事項等を定める時期が定められていること。 

⑤ 性能維持施設の保守管理その他の事項について保安規定において具体

的な対応等を定める場合は、その旨が記載されていること。 
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９ 使用済燃料、核燃料物質及び使用済燃料から分離された物の管理及び譲渡し

の方法（再処理規則第 19条の 5第 1項第 9号） 

① 保有する使用済燃料、核燃料物質及び使用済燃料から分離された物の種

類並びにその数量が明らかにされていること。 

② 使用済燃料、核燃料物質及び使用済燃料から分離された物を搬出するま

での間における具体的な保管及び管理の方法が定められていること。具体

的な保管及び管理の方法が検討中である場合は、当面の保管及びその管理

の方法並びに当該検討に係る方針及び予定（当該検討の期限が明らかなも

のに限る。）が定められていること。 

③ 使用済燃料、核燃料物質及び使用済燃料から分離された物の譲渡しに関

する計画及び方法が定められていること。ただし、具体的な計画及び方法

が検討中である場合は、核燃料物質、使用済燃料及び使用済燃料から分離

された物の譲渡しに係る当面の対応のほか、当該検討に係る方針及び予定

（当該検討の期限が明らかなものに限る。）が定められていること。 

④ 使用済燃料から分離された核燃料物質の処分の方法を、事業の指定に定

められた方法に従い、当該処分に関する計画が定められていること。なお、

機構においてさらに具体的な事項を定めている場合は、それらの事項が含

まれていること。 

10 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の除去（再処理規則第 19条の 5第 1項

第 10号） 

① 再処理施設内の使用済燃料又は核燃料物質による汚染の分布等を評価

した上で、具体的な汚染の除去の方法及び安全管理上の措置が定められて

いること。 

② 申請の時点で使用済燃料又は核燃料物質による汚染の除去に係る詳細

な方法等を定め難い部分がある場合は、その理由を明らかにするとともに、

当該部分について、主要な工程及び全体の見通し等に係る事項及び詳細な

方法等を定める時期が定められていること。この場合において、詳細な方

法等を定める時期が異なる部分があるときは、当該部分ごとに詳細な方法

等を定める時期が定められていること。 

11 使用済燃料、核燃料物質若しくは使用済燃料から分離された物又はこれらに

よって汚染された物の廃棄（再処理規則第 19条の 5第 1項第 11号） 

① 再処理施設内に保管廃棄する放射性廃棄物及び廃止措置に伴って発生

する放射性廃棄物の廃棄について、取扱い並びに処理及び処分の方法が定

められていること。 

② 放射性廃棄物を処分するまでの間、再処理施設内に放射性廃棄物を保管

廃棄する場合には、当該保管廃棄の方法、期間及び管理が定められている

こと。 

③ 申請の時点で使用済燃料、核燃料物質又は核燃料物質によって汚染され

た物の廃棄について具体的な対応等を定め難い部分がある場合には、その
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理由を明らかにするとともに、当該部分について、主要な工程及び全体の

見通し等に係る事項並びに具体的な対応等を定める時期が定められてい

ること。この場合において、具体的な対応等を定める時期が異なる部分が

あるときは、当該部分ごとに対応等を定める時期が定められていること。 

12 廃止措置の工程（再処理規則第 19条の 5第 1項第 12号） 

① 廃止措置の工程が具体的に定められていること。廃止措置の工程のうち、

計画を定めた部分がある場合には、当該部分及び計画が併せて示されてい

ること。 

② 廃止措置の工程の管理及び進捗状況に係る定期的な評価に係る具体的

な方法、基準及びその体制が定められていること。 

③ ②の評価の結果、工程の管理の問題又は進捗の遅延が生じていると認め

たときに行う対応（廃止措置計画の変更の認可の申請を含む。）が定めら

れていること。 

④ 廃止措置計画の変更の認可を申請する場合で、廃止措置の実績があると

きは、計画に対する実績その他の廃止措置の進捗状況及びその評価が示さ

れていること。 

13 廃止措置に係る品質マネジメントシステム（再処理規則第 19条第 13号） 

○  原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に

関する規則（令和２年原子力規制員会規則第２号）を踏まえ、事業指定

申請書等に記載された方針に従って構築された品質マネジメントシステ

ムに基づく廃止措置に関する一連のプロセスが示されていること。また、

構築された品質マネジメントシステムに基づく廃止措置を実施すること

が定められていること。 

14 回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない特定再処理施

設にあっては、回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出す方法及び時

期（再処理規則第 19条の 5第 3項第 1号） 

① せん断機を操作することができないよう、せん断処理施設の操作の停止

に関する恒久的な措置を講ずることが明らかにされていること。 

② 回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出す方法及び時期が、具

体的に定められていること。時期については、始期及び終期を定め、具体

的な作業内容から策定した工程を踏まえて可能な限り期間の短縮を図っ

たことが明らかにされていること。 

③ 申請の時点で回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出す詳細

な方法等を定めることができない場合であっては、主要な工程及び全体の

見通し等に係る事項については、これが定められ、かつ、今後詳細な方法

等を定める範囲やその時期など、必要な今後の対応についても定められて

いること。 

15 特定廃液を廃液槽に保管廃棄している特定再処理施設にあっては、特定廃液

の固型化その他の処理を行う方法及び時期（再処理規則第 19条の 5第 3項第 2
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号） 

① 特定廃液の固型化その他の処理を行う方法（安全対策を含む。）及び時

期が、具体的に定められていること。時期については、始期及び終期を定

め、具体的な作業内容から策定した工程を踏まえて可能な限り期間の短縮

を図ったことが明らかにされていること。 

② 申請の時点で特定廃液の固型化その他の処理の工程に係る詳細な方法

等を定めることができない場合であっては、主要な工程及び全体の見通し

等に係る事項について、これが定められ、かつ、今後詳細な方法等を定め

る範囲やその時期など、必要な今後の対応についても定められていること。 
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（解説１） 

申請書に添付する書類についての記載要領 

 

申請書に添付する書類は、審査に当たって申請書本文の記載根拠を確認するため

に用いる。廃止措置計画の変更の認可を申請するときは、変更に係る事項について

説明した資料を添付すれば足りる（再処理規則第 19条の 6第 2項）が、変更が必要

となった理由に関する説明が示されていること。 

なお、原子力規制委員会が認可の基準（再処理規則第 19条の 8）への適合性を審

査する上で必要と認めるときは、別に書類又は図面の提出を求める（再処理規則第

19条の 5第 2項第 8号）。また、申請書に添付する書類の内容は、本解説で示すも

のに限定されるものではなく、法及び研開炉規則に照らして適切なものであれば、

これらに適合するものと判断する。 

 

１ 回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出す工程に関する説明書、特

定廃液の固型化その他の処理の工程に関する説明書（特定再処理施設に限る。）

（再処理規則第 19条の 5第 4項第 1号及び第 2号） 

以下について記載する。 

(1) 回収可能核燃料物質が再処理設備本体から取り出されていない場合 

① 回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出す方法（安全対策を含む。）

及び手順、取出作業に係る人員及び設備の管理方法並びにその体制に関する説

明（図面、図表等を含む。）。 

② 回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出す工程及び工程管理の方

法に関する説明（図面、図表等を含む。）。工程が進捗に応じた段階により区分

される場合は、当該段階ごとの説明。 

③ 特定廃液の固型化その他の処理の工程を完了し、特定廃液が廃液槽に保管廃

棄されていないときは、そのことを明らかにする資料。 

(2) 特定廃液が廃液槽に保管廃棄されている場合 

① 特定廃液の固型化その他の処理の方法（安全対策を含む。）及び手順、処理に

係る人員及び設備の管理方法並びにその体制に関する説明（図面、図表等を含

む。）。 

② 特定廃液の固型化その他の処理の工程及び工程管理の方法に関する説明（図

面、図表等を含む。）。工程が進捗に応じた段階により区分される場合は、当該

段階ごとの説明。 

２ 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図（再

処理規則第 19条の 5第 2項第 1号） 

○ 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域

図（必要がある場合は地勢や施設の現況等に関する説明を含む。）並びに

これらに関する説明について記載する。 

３ 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書（再処理規則第 19条の 5
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第 2項第 2号） 

以下について記載する。 

① 廃止措置期間中の使用済燃料及び核燃料物質による汚染の除去並びに

放射性廃棄物の廃棄に係る放射線管理の基本的考え方及び対応に関する

説明。 

② 廃止措置期間中の使用済燃料及び核燃料物質による汚染の除去、放射性

廃棄物の廃棄に係る作業又は工程ごとの被ばく低減対策及び安全対策に

関する説明。 

③ 廃止措置の作業又は工程ごとに示された、放射性気体廃棄物、放射性液

体廃棄物及び放射性固体廃棄物の発生量を、中和、濃縮等放射性廃棄物を

処理する作業の種類ごとに評価した結果。 

④ 廃止措置の作業又は工程ごとに示された、放射性気体廃棄物及び放射性

液体廃棄物の環境への放出に伴う周辺公衆の線量、放射性固体廃棄物の保

管に伴う直接線及びスカイシャイン線による周辺公衆の線量に関する説

明。 

４ 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、浸水、地震、火災等があった場合

に発生すると想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書（再処理規

則第 19条の 5第 2項第 3号） 

以下について記載する。 

① 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、津波、浸水、火災、火

山活動、竜巻等があった場合に発生すると想定される事故（重大事故等、

大規模損壊に係るものを含む。）の種類、程度、影響等に関する説明。 

② 重大事故等発生時及び大規模損壊発生時における体制及び対応に関す

る説明。なお、保安規定において具体的な対応等を定めている場合は、そ

の旨。 

③ 申請の時点で廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、津波、浸

水、火災、火山活動、竜巻等があった場合に発生すると想定される事故（重

大事故等に係るもの及び大規模損壊に係るものを含む。）の種類、程度、

影響等に関する説明を詳細に行うことができない部分があるときは、その

旨、その理由、説明の概略及び詳細な説明を行う時期。この場合において、

詳細な説明を行う時期が異なる部分があるときは、当該部分ごとに詳細な

説明を行う時期。 

④ 初期の廃止措置計画について認可を申請する場合において、①及び②に

掲げる説明について詳細な説明が困難な事項があるときには、機械又は装

置の故障（既往の許認可における再処理施設の操作上の過失、機械又は装

置の故障、浸水、地震、火災等があった場合に発生すると想定される再処

理施設の事故の種類、程度、影響等に関する説明書及び緊急安全対策を基

にしたもの等を含む。）、地震及び津波等について、既往の評価結果を基

に、優先して実施すべき工程に係る施設の現況等に可能な限り即した説明。 
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５ 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明

書（再処理規則第 19条の 5第 2項第 4号） 

○ 再処理施設に残存する放射性物質の種類、数量及び分布に関する説明に

ついて記載する。 

６ 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明

書（再処理規則第 19条の 5第 2項第 5号） 

○ 第５の７（性能維持施設）及び８（性能維持施設の位置、構造及び設備

並びにその性能、その性能を維持すべき期間等）に記載した性能を維持す

べき期間に関する詳細な説明について記載する。 

７ 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書（再

処理規則第 19条の 5第 2項第 6号） 

○ 廃止措置対象施設の廃止措置に要する費用の見積もり総額が明示され、

その費用の調達計画が示されていること。 

８ 廃止措置の実施体制に関する説明書（再処理規則第 19条の 5第 2項第 7号） 

以下について記載する。 

① 廃止措置の実施体制（組織及び各職位の職務内容を含む。）並びに廃止

措置の工程管理及び評価方法に関する説明。 

② 東海再処理施設の廃止措置の実施に当たり、その監督を行う者を選任す

る際の基本方針及びその説明。 
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改正 令和 年 月 日 原規規発第○○号 原子力規制委員会決定 

 

 

廃止措置実施方針の作成等に関する運用ガイドの一部を改正する規程を次のよう

に定める。 

 

令和 年 月 日 

 

原子力規制委員会   

 

 

廃止措置実施方針の作成等に関する運用ガイドの一部を改正する規程 

 

廃止措置実施方針の作成等に関する運用ガイド（原規規発第1711222号）の一部を、

別表により改正する。 

 

附 則 

この規程は、令和８年 12月１日から施行する。

別紙６ 
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1 

別表 廃止措置実施方針の作成等に関する運用ガイド 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

６．記載する内容 

（１）～（10） （略） 

（11）廃止措置期間中に性能を維持すべき原子力施設及びその性能並びにそ

の性能を維持すべき期間 

（５）で示した解体の段階及び手順に対して、維持すべき設備・機器それ

ぞれについて必要な性能並びにその性能を維持すべき期間を適切に設定す

る。  

（削る） 

 （削る） 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

６．記載する内容 

（１）～（10） （略） 

（11）廃止措置期間中に性能を維持すべき原子力施設及びその性能並びにそ

の性能を維持すべき期間 

（５）で示した解体の段階及び手順に対して、維持すべき設備・機器それ

ぞれについて必要な性能並びにその性能を維持すべき期間を適切に設定す

る。  

必要な設備・機器等の維持管理について、記載すべき内容を以下に示す。   

１）建屋・構築物等の維持管理 

放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋・構築物等につ

いては、これらの系統及び機器を撤去するまでの間、放射性物質の外

部への漏えいを防止するための障壁及び放射線遮蔽体としての機能

を維持管理するための方法を記載する。 

２）核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の維持管理 

核燃料物質が貯蔵されている場合、核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

施設において核燃料物質による著しい損傷を緩和し及び臨界を防止

するための性能を満足するよう施設及び設備を維持管理するための

方法を記載する。 

３）放射性廃棄物の廃棄施設の維持管理 

放射性廃棄物の廃棄施設については、放射性廃棄物の処理が必要な期

間、気体廃棄物処理施設、液体廃棄物処理施設及び固体廃棄物処理施設

の性能を適切に維持管理するための方法を記載する。放射性廃棄物を保

管管理する施設及び設備については、新たに放射性廃棄物が発生するこ
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2 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 （削る） 

 

 

 （削る） 

 

 

 

 

 

（12）廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達の方法 

１） （略） 

２）資金の調達の方法 

資金の調達の方法について記載する。 

（注）実用発電用原子炉については、原子力発電における使用済燃料の再

処理等の実施及び廃炉の推進に関する法律（平成１７年法律第４８

号）に基づく再処理等拠出金及び廃炉拠出金を継続的に納付すること

を説明すれば足りる。 

（13）～（16） （略） 

とがなくなり、事業所外への搬出が完了するまでの間、維持管理するた

めの方法を記載する。 

４）放射線管理施設の維持管理 

施設内外の放射線監視、環境への放射性物質の放出管理及び管理区域

内作業に係る放射線業務従事者の被ばく管理に係る施設及び設備につ

いては、監視、管理等が必要な期間、維持管理するための方法を記載す

る。 

５）解体等のために設置した設備の維持管理 

解体等を行うために設置する施設及び設備については、必要な性能を

明確にし、必要な期間その性能を維持管理するための方法を記載する。   

６）その他の施設の維持管理 

その他の安全確保上必要な施設及び設備（非常用電源設備、火災防護

設備、換気設備、照明設備、補機冷却設備、消火設備等）については、

安全確保上必要な期間、これらの機能が維持管理するための方法を記載

する。 

 

（12）廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達の方法 

１） （略） 

２）資金の調達の方法 

資金の調達の方法について記載する。 

（新設） 

 

 

 

（13）～（16） （略） 
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